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令和３年９月１４日 資料№５ 
保 健 福 祉 常 任 委 員 会 

 

麻布地区総合支所管理課 

 

議案第６６号 指定管理者の指定について 

（港区立南麻布いきいきプラザ等） 

 

１ 施設名称等 

施 設 名 称 所 在 地 

港区立南麻布いきいきプラザ 港区南麻布一丁目５番２６号 

港区立ありすいきいきプラザ 港区南麻布四丁目６番７号 

港区立麻布いきいきプラザ 港区元麻布三丁目９番１１号 

港区立西麻布いきいきプラザ 港区西麻布二丁目１３番３号 

港区立飯倉いきいきプラザ 港区東麻布二丁目１６番１１号 

 

２ 事業者選定の経過 

  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会を設置し、優良な

候補者を１事業者選考した後、港区指定管理者選定委員会での審議を経て決定し

ました。応募事業者は、１事業者でした。 

（１）麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会委員 
 

 氏 名 役 職 等 

委員長 岡本 多喜子 
明治学院大学名誉教授 

チャレンジコミュニティ大学統括コーディネーター 

副委員長 冨田 慎二 港区麻布地区総合支所長 

委  員 大渕 修一 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 

研究所高齢者健康増進事業支援室研究部長 

〃 松浦 恵理子 
特定非営利活動法人市民シンクタンクひと・まち社

事務局長 

〃 師岡 文男 

上智大学名誉教授  

スポーツ庁前参与 

港区スポーツ運営協議会副会長 

〃 白井 隆司 港区赤坂地区総合支所管理課長 

〃 金田 耕治郎 港区保健福祉支援部高齢者支援課長 
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 （２）選考委員会の開催状況 

回 数 開 催 年 月 日 審 議 内 容 

第１回 令和３年４月６日（火） 

公募要項 

第一次・第二次審査（審査方法、選

考基準） 

第２回 令和３年６月２２日（火） 

財務状況等の分析結果 

第一次審査（書類審査）通過事業者

の決定 

第二次審査の方法 

第３回 令和３年６月２９日（火） 

第二次審査（プレゼンテーション及

びヒアリング） 

指定管理者候補者の選考結果 

（３）港区指定管理者選定委員会 

       令和３年７月２８日（水）に開催された令和３年度第１回港区指定管理

者選定委員会において、麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者

選考委員会で選考された事業者が、指定管理者候補者として選定されまし

た。 

           

３ 選定された事業者 

名  称 セントラルスポーツ・東急コミュニティー共同事業体 

代表団体 

名 称 セントラルスポーツ株式会社 

代表者 代表取締役社長 後藤 聖治 

所在地 東京都中央区新川一丁目２１番２号茅場町タワー 

構成団体 

名 称 株式会社東急コミュニティー 

代表者 代表取締役 雜賀 克英 

所在地 東京都世田谷区用賀四丁目１０番１号 

 

４ 指定期間 

  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年） 

 

５ 選定の理由 

（１）類似施設の管理運営の実績が豊富であり、事業運営と施設管理のそれぞれを

専門とした事業者が共同事業体を組むことで、円滑で安定した施設管理が期

待できます。また、施設長予定者が専門性を持ち合わせた経験豊かな人材で

あり、意欲や積極性があると評価できます。 
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（２）感染症対策やＢＣＰの作成等について、具体的な提案があり、非常時にも迅

速かつ適切な対応が期待できます。 

（３）「ウォーキング」「坂巡り」等、歴史や国際性、坂の多い地形という麻布地区

の地域特性をよく理解した事業提案が評価できます。 

（４）ＩＣＴ活用事業や利用支援のための具体的な提案や、ｅスポーツやＥＭＳト

レーニング等、新たな事業に積極的に取り組む姿勢が評価できます。 

（５）自主活動グループ支援の取組として、グループの形成やグループ間での情報

共有について具体的な提案が評価できます。 

 

６ 今後の予定 

令和４年４月１日  指定管理者による管理運営の開始 
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はじめに 

 

 本報告書は、麻布地区港区立いきいきプラザの指定管理者候補者を選考するにあたり、「麻

布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会」における審査の経過並びに結果

について報告するものです。 

 

 港区が定めた「港区指定管理者制度運用指針」では、民間事業者等が持つノウハウやアイ

ディア、専門性などを活用することにより、多様化する区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応

や効率的で効果的な区民サービスの提供が可能となる施設については、積極的に指定管理者

制度の導入を進めるとしています。 

「麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会」は、このような視点を踏

まえた上で、港区立いきいきプラザの設置目的を最大限に活かし、効率的・効果的に区民サ

ービスを提供することができる候補者の選考を行いました。 

審査にあたっては、常に厳正さと公正さを確保するとともに、委員会として委員の総意の

下に結論を導き出すよう努めました。 

 

麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者の公募では、応募事業者は１事業者であ

りましたが、提案された内容は、地域の特性や事業者としての豊富な実績を十分に活かすこ

とができる優れたものでした。選考においては、主に応募事業者の指定管理者候補者として

の適確性について審議し、指定管理者を公募した目的が十分達成されたものと考えています。 

今回選考された事業者には、港区立いきいきプラザ条例に定める目的の達成に向け、指定

管理者として十二分に力を発揮されることを強く期待いたします。 

 

 

 

 

令和３年６月２９日 

 

 

 

麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会 

委員長 岡 本 多 喜 子 
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 Ⅰ 選考した指定管理者候補者について 

  

１ 指定管理者候補者 

名 称 セントラルスポーツ・東急コミュニティー共同事業体 

代表者 セントラルスポーツ株式会社 代表取締役社長 後 藤 聖 治  

所在地 東京都中央区新川一丁目２１番２号茅場町タワー 

セントラルスポーツ株式会社内 

   

【共同事業者名】セントラルスポーツ・東急コミュニティー共同事業体 

代表団体 

名 称：セントラルスポーツ株式会社 

代表者：代表取締役社長  後藤 聖治 

所在地：東京都中央区新川一丁目２１番２号茅場町タワー 

構成団体 

名 称：株式会社東急コミュニティー 

代表者：代表取締役  雜賀 克英 

所在地：東京都世田谷区用賀四丁目１０番１号 

 

２ 対象施設 

施設の名称 所在地 

港区立南麻布いきいきプラザ 港区南麻布一丁目５番２６号 

港区立ありすいきいきプラザ 港区南麻布四丁目６番７号 

港区立麻布いきいきプラザ 港区元麻布三丁目９番１１号 

港区立西麻布いきいきプラザ 港区西麻布二丁目１３番３号 

港区立飯倉いきいきプラザ 港区東麻布二丁目１６番１１号 

 

３ 指定期間  令和４年４月１日から令和９年３月３１日まで（５年） 

 

４ 選考の理由  

（１）類似施設の管理運営の実績が豊富であり、事業運営と施設管理のそれぞれを専門と

した事業者が共同事業体を組むことで、円滑で安定した施設管理が期待できます。 

   また、施設長予定者が専門性を持ち合わせた経験豊かな人材であり、意欲や積極性

があると評価できます。 

（２）感染症対策やＢＣＰの作成等について、具体的な提案があり、非常時にも迅速かつ

適切な対応が期待できます。 

（３）「ウォーキング」「坂巡り」等、歴史や国際性、坂の多い地形という麻布地区の地域

特性をよく理解した事業提案が評価できます。 
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（４）ＩＣＴ活用事業や利用支援のための具体的な提案や、ｅスポーツやＥＭＳトレーニ

ング等、新たな事業に積極的に取り組む姿勢が評価できます。 

（５）自主活動グループ支援の取組として、グループの形成やグループ間での情報共有に

ついて、具体的な提案が評価できます。 

 

Ⅱ 選考経過について 

 

１ 選考の方法  

(１) 第一次審査 

応募は１事業者のみで、この事業者から提出された申請書類及び計画書類について、

財務関係書類、基本的事項の適格審査、計画書類に対する評価をもとに総合的な審査を

行い、第一次審査通過者として１事業者を選考しました。 

(２) 第二次審査 

第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション及びヒアリングを行い、（第一次審

査と第二次審査とを併せた）総合評価により指定管理者候補者を選考しました。 

 

２ 選考委員会の構成 
 

委 員 長 岡 本 多 喜 子 
明治学院大学名誉教授 

チャレンジコミュニティ大学統括コーディネーター 

副委員長 冨 田 慎 二 港区麻布地区総合支所長 

委  員 大 渕 修 一 
地方独立行政法人東京都健康長寿医療センター 

研究所高齢者健康増進事業支援室研究部長 

〃 松 浦 恵 理 子 
特定非営利活動法人市民シンクタンクひと・まち社 

事務局長 

〃 師 岡 文 男 

上智大学名誉教授 

スポーツ庁前参与 

港区スポーツ運営協議会副会長 

〃 白 井 隆 司 港区赤坂地区総合支所管理課長 

〃 金 田 耕 治 郎 港区保健福祉支援部高齢者支援課長 

 

３ 公認会計士  

坂本 亮 坂本亮公認会計士事務所 
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４ 選考の進め方 

 

応募書類提出（申請書・財務諸表・管理運営計画書等） 

 

 

 

 

 

 

 
 

＜第一次審査＞ 
 

１ 全事業者の財務状況の調査・分析を行い、可（安定的に経営基盤を有している）若

しくは不可（安定的に経営基盤を有していない）で評価します。 

２ 全事業者の資金計画の調査・分析を行い、Ａ（特に優れている）～Ｅ（劣っている）

までの５段階に評価します。 

３ 事業者ごとに、選考基準の各項目に対応した配点に基づき、各選考委員が書類審査

を行い、採点します。 

４ 公認会計士等による財務状況分析に基づく評価と、各選考委員による書類審査の合

計得点により総合的な審査を行い、概ね上位者３者程度を第一次審査通過者としま

す。 

 

 

 

＜第二次審査＞ 
 

１ 第一次審査通過者に対して、プレゼンテーション（各事業者１５分）及びヒアリン

グ（各事業者１５分程度）を行います。 

２ 全てのプレゼンテーションとヒアリングが終了した後、各選考委員による審査項目

を中心とした評価を行い、採点します。 

３ 第一次審査と第二次審査の点数を合計し、指定管理者候補者を選考します。 

公認会計士による財務状況等の調査・分析を行い、財務状

況評価は可若しくは不可、資金計画評価はＡ～Ｅの５段階

で評価します。 

選考委員による書類審査 

プレゼンテーション及びヒアリング、計画書等の総合評価 
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５ 選考委員会等の開催状況及び経過 

(１) 第１回選考委員会 

日 時  令和３年４月６日（火） 午前１０時５５分～午前１１時４０分 

場 所  港区役所 ２階芝地区総合支所会議室 

     ※一部委員はリモートで出席 

議 題  委員委嘱 

委員長、副委員長の選出 

          公募要項について 

          第一次審査・第二次審査（審査方法、選考基準）について 

 

(２) 公募手続き 

ア 公募要項説明会     令和３年４月１６日（金） 

イ 現地見学会           ４月１６日（金） 

ウ 質問書受付           ４月１６日（金）～４月２６日（月） 

エ 質問への回答          ５月１０日（月） 

オ 申請・計画書類受付        ５月２０日（木）～５月２５日（火） 

 

 (３) 第２回選考委員会(第一次審査) 

日 時  令和３年６月２２日（火） 午前１０時５５分～午前１１時４０分 

場 所  港区役所 ２階芝地区総合支所会議室 

     ※一部委員はリモートで出席 

議 題  財務状況等分析結果について 

         第一次審査（書類審査）通過事業者の決定について 

          第二次審査の方法について 

 

 (４) 第３回選考委員会（第二次審査） 

日 時  令和３年６月２９日（火） 午前１０時４０分～午後０時１０分 

場 所  港区役所 ９階９１５会議室 

     ※一部委員はリモートで出席 

議 題  第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）について 

         指定管理者候補者の選考結果について 
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Ⅲ 選考対象者について 

No 事業者の名称 所在地 

１ 

セントラルスポーツ・東急コミュニティー

共同事業体 

東京都中央区新川一丁目２１番２号 

茅場町タワー 

セントラルスポーツ株式会社内 

代表団体 セントラルスポーツ株式会社 
東京都中央区新川一丁目２１番２号 

茅場町タワー 

構成団体 株式会社東急コミュニティー 東京都世田谷区用賀四丁目１０番１号 

 

 Ⅳ 選考結果について 

 

１ 第一次審査 

(１) 財務状況分析等について  

    公認会計士による財務状況等分析報告書に基づき説明がありました。 

ア 財務状況評価 

各法人より提出された財務諸表（決算報告）を基に、財務規模、収益性、安全性に

ついて、数値及び比率分析等により、安定的に継続して指定管理業務を行うことがで

きるか否かを、可若しくは不可の絶対評価を行いました。 

   イ 資金計画評価 

各法人より提出された資金計画書を基に、資金・収支計画の正確性、安全性、収支

見込の妥当性、運転資金調達の確実性、事業計画との整合性、経費見積もりの妥当性

などについて数値及び比率分析により、Ａ～Ｅの５段階総合評価を行いました。 

 

(２) 選考基準表に基づく採点  

選考委員ごとの評価した点数を合計し、全委員の採点した点数の合計による選考を実施

しました。 

※ 財務状況評価基準  

可（安定的に経営基盤を有している）、不可（安定的に経営基盤を有していない） 

※ 資金計画評価基準 

 Ａ：特に優れている、Ｂ：優れている、Ｃ：普通、Ｄ：やや劣っている、Ｅ：劣っている 

順位 
事業者の名称 財務状況 

評価 

資金計画 

評価 

合計点数 

（1,400 点満点） 

１ 

セントラルスポーツ・東急コミュニティー共同事業体 

Ａ 1,065 点 代表団体 セントラルスポーツ株式会社 可 

構成団体 株式会社東急コミュニティー 可 
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(３) 選考経過 

各委員が各候補者の提案内容の評価について意見交換を行いました。 

事業者の名称 委員の意見 

セントラルスポー

ツ・東急コミュニテ

ィー共同事業体 

・麻布地区の地域特性である国際性や坂が多い地形等をよく

理解した事業提案が評価できる。 

・警察・消防とも連携した提案がよいと感じた。 

・感染症対策についての取組が具体的に提案されている。 

・災害時対応について、研修やＢＣＰに基づく職員参集体制、

法人のバックアップの取組が評価できる。 

・ｅスポーツやＥＭＳトレーニング等を積極的に取り入れる

姿勢が評価できる。 

・仕事を持つ高齢者を考慮した事業提案が評価できる。 

・正規職員の割合が低く、質の高いサービスを提供するうえ

でやや不安がある。 
 

   以上の点を総合的に勘案して、上記事業者を第一次審査通過者としました。 

 

２ 第二次審査 

(１) プレゼンテーション及びヒアリング 

第一次審査通過事業者がそれぞれ１５分のプレゼンテーションを行った後、管理運

営計画書及びプレゼンテーションの内容に基づき１５分程度のヒアリングを行い、選考

基準により審査しました。 

  

(２)採点結果 

選考委員ごとの評価した点数を合計し、全委員の採点した点数の合計と第一次審査の

合計点を合算した総合点数をもとに順位付けしました。 

順位 事業者の名称 
総合点数 

（2,100 点満点） 

第一次審査点数 

（1,400 点満点） 

第二次審査点数 

（700 点満点） 

１ 

セントラルスポー

ツ・東急コミュニ

ティー共同事業体 

1,585 点 1,065 点 520 点 
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(３) 選考経過 

各委員が第一次審査通過事業者の管理運営計画書及びプレゼンテーションの内容の

評価について意見交換を行いました。 

事業者の名称 委員の意見 

セントラルスポー

ツ・東急コミュニテ

ィー共同事業体 

・情報格差という社会的課題に対して、ＩＣＴを活用した利用

者への支援や事業のリモート対応等のサービス提供を提案し

ている点が評価できる。 

・自主活動グループの支援について、基本を押さえつつ、さら

なる工夫をした具体的な提案となっている。 

・複合施設を世代間交流の場としてうまく活用する提案となっ

ている。 

・共同事業体として管理運営するにあたり、安全性を向上させ

るという意図が理解できた。 

・訪問や家族への発信、口コミという情報発信の提案に成果が

あることを期待したい。 

・施設長予定者が、専門性を持ち合わせた経験豊かな人材であ

り、意欲や積極性が感じられる。 

・得意分野であるフィットネス系の事業は充実しているが、文

化系事業や学びについては、より具体的な施策が必要だと思

う。 

・ＢＣＰの考え方がしっかり定められているが、高齢者への配

慮についてもう少し工夫がほしいと思う。 

 

Ⅴ 最終選考結果について 

 

 最終選考結果 

  選考委員会では、2,100 点満点中 1,585 点という採点結果となり、提案の内容、事業者

の体制ともに評価できるものでした。選考委員会の総意として、「セントラルスポーツ・

東急コミュニティー共同事業体」を麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者とし

て選考します。 
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会  議  名 第１回麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和３年４月６日（火） 午前１０時５５分から午前１１時４０分まで 

開 催 場 所      港区役所２階芝地区総合支所会議室 

委   員      

出席者 ７名 

岡本委員長、大渕委員、松浦委員、師岡委員、 

冨田麻布地区総合支所長、白井赤坂地区総合支所管理課長、金田高齢者支援課長 

※岡本委員長、大渕委員、松浦委員、師岡委員はリモートによる出席 

欠席者 なし 

事 務 局      

麻布地区総合支所管理課長 

麻布地区総合支所管理課施設運営担当係長 

麻布地区総合支所管理課管理係担当者 

傍 聴 者 なし 

会 議 次 第      

１ 開会 

２ 委員委嘱 

３ 委員の紹介 

４ 委員長、副委員長選出 

５ 議題審議について 

（１） 公募要項について 

（２） 第一次及び第二次審査（審査方法、選考基準）について 

６ 今後のスケジュールについて 

配 付 資 料      

 

資料１  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会設置要綱 

資料２  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会委員名簿 

資料３  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者公募要項（案） 

資料３-２ 業務基準書等公募に係る関連資料（案） 

資料４  第一次・第二次審査の進め方（案） 

資料５  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考  

第一次審査選考基準・採点表（案） 

資料６  麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考  

第二次審査選考基準・採点表（案） 

資料７  館だより 

資料８  選考スケジュール（案） 

 

麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会会議録 
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 会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

 

委員長 

 

Ｅ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

事務局 

 

Ａ委員 

 

 

事務局 

 

１ 開会、挨拶 

（麻布地区総合支所長挨拶） 

 

２ 委員委嘱 

（委嘱状の交付） 

 

３ 委員の紹介 

（全委員自己紹介） 

 

４ 委員長選出 

互選により、岡本委員を委員長として推薦します。 

 

異議なし 

 

副委員長は、要綱第５条第３項の規定により、冨田委員を選任します。 

 

５ 議題審議について 

（１） 公募要項について 

・公募要項（案）の説明 

 

公募要項案に関して、何かご意見ありますか。 

 

麻布地区の特色として大使館が多いということなどを挙げていましたが、外国籍の方

や海外との行き来ある方と接触している方が利用されているなど、他地区に比べて新

型コロナウイルスに関する感染のリスクが高い状況があるのでしょうか。 

 

他の地域に比べて、感染リスクの高い利用者が特段多いという状況はありません。 

いずれの施設においても感染リスクはありますので、感染防止対策に取り組んでまい

ります。 

 

ひとり暮らしの高齢者は孤立しがちになるという特性があります。ひとり暮らしの高

齢者に対して声かけを行うなどの配慮を、要項の中に盛り込むよう提案します。 

 

ご提案いただいた内容を要項へ盛り込みます。 

 

麻布いきいきプラザは令和6年に新しく移転するとのことですが、応募事業者は資金

収支計画等をどのように算定することになっていますか。 

 

指定管理料は、現状の仮施設で5年間運営する場合を想定してご提案いただきます。

施設の詳細が固まった段階で、新施設での運営に必要な指定管理料を再度見積もり、
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Ｃ委員 

 

 

 

Ｇ委員 

 

 

 

事務局 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

事務局 

 

Ａ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

事務局 

 

委員長 

 

Ｅ委員 

 

 

事務局 

 

 

Ｅ委員 

 

 

事務局 

 

 

協議のうえ協定の内容を変更します。 

 

介護予防事業と保健事業の一体実施ということが課題になっています。その主眼は、

保健所と介護予防施設の情報共有です。いきいきプラザは新たな窓口として、新しい

機能が必要になるので、その旨を追記したほうがよいと思います。 

 

保健事業と介護予防の一体的な実施について、国からも言われています。 

厚生労働省から指針が示されている中で、現在、区でどのように実施していくかを検

討しております。 

 

公募要項に追加できるか検討します。 

 

港区は、フレイルいわゆる老年症候群に関するデータを把握されています。そのデー

タを共有することで、孤立しがちな一人暮らしの方々のフレイル予防につなげること

ができると思います。港区が把握しているデータを活用できるようにご配慮いただき

たいです。 

 

ご意見を踏まえて、検討します。 

 

南麻布いきいきプラザは、竣工から30年以上経っています。港区では、施設の改修を

計画的に行うプロジェクトがあると伺いましたが、南麻布いきいきプラザはその計画

に入っていますか。 

 

港区では、「港区公共施設マネジメント計画」に沿って、区有施設の改修を行ってい

ます。南麻布いきいきプラザもこの計画の中に含まれています。 

 

（２）第１次及び第２次審査（審査方法、審査基準）について 

・第１次及び第２次審査基準（案）の説明 

 

第１次・第２次審査方法、選考基準・採点表について、何かご意見ありますか。 

 

類似施設の管理運営経験がない事業者の応募があった場合は、どのような対応をする

のでしょうか。 

 

応募資格の一つとして、類似施設の管理運営実績があることと表記しています。 

よって、経験がない事業者は、応募資格がないこととなります。 

 

喫茶事業に関する取組を審査するにあたり、基準になるような方針があったら教えて

ください。 

 

特に指針はありません。資料９に喫茶コーナーの概要を示していますので、その内容

を参考にして、提出されたアイディアを総合的に判断いただきます。 
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Ｃ委員  

 

 

 

事務局  

 

Ａ委員 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

事務局 

 

委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

 

事務局 

個人情報保護の重要性を理解した適切な取組についての項目ですが、現在、個人情報

保護の認証機関からの認証があると思います。そのような認証を取得している場合に

は、明記するように、様式の中に入れていただきたいです。 

 

様式１５に追記します。 

 

浴場の利用について、全部中止してしまうと、いきいきプラザのお風呂だけを頼りに

している利用者は大変だと思います。 

現状下で、どのように実施していますか。 

 

令和２年４月から５月までの非常事態宣言時には、すべてのいきいきプラザで浴場利

用を中止していました。現在は、利用人数の制限や備品の消毒などの感染防止対策を

徹底したうえで実施しています。 

 

６ 今後のスケジュールについて 

・資料８麻布地区いきいきプラザ指定管理者候補者選考スケジュール（予定）を説明 

 

全体のスケジュールをご説明いただきました。この予定でよろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは、麻布地区の審議は、以上になります。 

４地区の審議で出た共通事項についての修正や意見については、４地区で共有し、募

集要項等に反映していただいてもよろしいでしょうか。 

 

承知しました。 

 

７ 閉会 

本日の委員会は、以上をもって閉会します。 
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会  議  名 第２回麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和３年６月２２日（火） 午前１０時５５分から午前１１時４０分まで 

開 催 場 所      港区役所２階芝地区総合支所会議室 

委   員      

出席者 ７名 

岡本委員長、大渕委員、松浦委員、師岡委員、 

冨田麻布地区総合支所長、白井赤坂地区総合支所管理課長、金田高齢者支援課長 

※岡本委員長、大渕委員、松浦委員、師岡委員はリモートによる出席 

欠席者 なし 

事 務 局      

麻布地区総合支所管理課長 

麻布地区総合支所管理課施設運営担当係長 

麻布地区総合支所管理課管理係担当者 

傍 聴 者 なし 

会 議 次 第      

１ 開 会  

２ 財務状況等分析結果について（公認会計士・坂本 亮氏） 

３ 議題審議 

議題１ 第一次審査（書類審査）通過事業者の決定について 

議題２ 第二次審査の方法について 

（１）プレゼンテーションについて 

（２）追加要望資料の有無について 

４ 今後のスケジュールについて 

５ 閉 会 

配 付 資 料      

資料１ 財務状況分析報告書 

資料２ 資金計画分析報告書 

資料３ 第一次審査（書類審査）集計表 

資料４ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）審査表 

資料５ 第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）の方法について 

資料６ 第 1 回麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理候補者選考委員会会議録 

 会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

公認会計士 

 

 

 

１ 開会、挨拶 

 

２ 公認会計士からの財務状況分析結果報告 

【財務状況分析（可・不可評価）】 

 事業者Ａ－１：「可」 

 事業者Ａ－２：「可」 

【資金計画分析（Ａ～Ｅ評価）】 

【会議録】 
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事務局 

 

 

 

 

委員長 

 

Ａ委員 

 

公認会計士 

 

 

 

Ｃ委員 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

委員長 

 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 事業者Ａ：「Ａ」 

様式１２「資金・収支計画書」に誤りがありました。 

５年間の収入金額と、令和６・７年度の人件費のうち交通費の金額を、様式に転記す

る際に誤って記載してしまったため、修正させていただきたいと思います。 

なお、指定管理料については、変更はありません。 

 

それでは、財務状況等分析結果のご報告について、質疑応答に入ります。 

 

資金・収支計画書の誤りについて、どのように考えればよろしいでしょうか。 

 

資金計画分析については、正しいものを前提として評価を行いました。 

金額をきちんと確認してほしいとは思いますが、この点については様々な考え方があ

ると思います。 

 

今年はコロナ禍ということもあり、確認作業が十分でなかったのではないかと思いま

す。この点については、あまり重視しなくてもよいのではないでしょうか。 

 

わかりました。今後、注意していただきたいと思います。 

他にご意見ございますか。なければ、財務状況等分析結果の質疑応答を終了します。 

 

３ 議題の審議 

 議題１ 第一次審査通過者の決定について 

 

第一次審査結果の説明 

・事業者Ａは、１４００点満点中１０６５点で、７６.１％を獲得しています。 

 

それでは、第一次審査について審議いたします。 

まず、採点の結果について各委員から講評をお願いします。 

 

３①類似事業における管理運営の実績について、実績が豊富にあるため１０点としま

した。 

４①経験豊かで実績がある施設長が配置される計画について、経歴を拝見すると期間

中に６０歳を超える施設長予定者が多いと思い、４点としました。 

４⑨職員体制・勤務体系についての項目は、非正規の職員が多く、正規・非正規の割

合が変わるとよいと思い、２点としました。 

７②令和４年度受託経費が適正かという項目については、非常勤の専門職等が多く、

処遇もよくないと思われるため、職員を大切にしてほしいと考えて、２点としました。 

全般を通してよく書かれており、印象はよかったです。 

 

私は４点を基本に評価しました。 

４①施設長の経歴について、統括責任者は1年程度の経験しかないという点を考慮し、

３点としました。 

次に、５の地域との拠点としての計画性の①麻布地区の特性という項目について、国
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Ｅ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｆ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

際性や坂が多い地形等を考慮した企画をしていること、高齢者のニーズを掘り起こし

ていることを評価して、１０点としました。 

さらに、②高齢者のいきがいづくりの項目について、仕事を持つ人の参加を促す工夫

をしている点を評価しました。 

また、⑥災害時の取組については、災害時対応の研修の全職員への実施や BCP に基づ

く職員の参集体制、しっかりした法人のバックアップを評価しました。 

人件費について、４点としていますが、Ｃ委員と同様に専門職の処遇がよくないと感

じました。 

 

私は３点を基準として判断しました。 

４①経験豊かで実績がある施設長が配置される計画となっているかという項目につ

いて、応募資料では判断できないと感じました。 

大部分が黒塗りとなっており、高齢者のレクリエーションや介護予防健康づくりにど

の程度関わってきたのか、実績を積んだ職員なのかということがわからないと思った

ため、２点と評価しました。 

次に、５②高齢者のいきがいづくりや学びの場の提供という項目については、高齢者

にスマートフォンをどう活用してもらうか、ＩＣＴをどうするのかということについ

て、意欲的に書かれていたため、８点としました。 

５③介護予防や健康づくりの場の提供という項目について、情報発信の工夫や事業に

参加してない人に対する働きかけという点で意欲的だったため、８点としました。 

５④のふれあい、コミュニティ活動の場の提供という項目について、研究論文で高齢

者の脳活に非常に有効だといわれている e スポーツ・ゲームを積極的に取り入れる姿

勢を評価して８点としました。 

続いて、６①提案事業計画について、ＩＣＴ教室の強化や、地域との交流について具

体的に書かれていたため、８点としました。 

６②自主事業について、利用者還元や地元とのタイアップについて具体性があったた

め、４点としました。 

８指定管理者としての抱負という項目では、生きがいややりがいを強調しながら、踏

み込んだ文章になっていたため、４点としました。 

 

３管理運営実績について、安定した運営実績があり、運営と維持管理をそれぞれ専門

とする事業者の共同事業体であるため、安定した管理運営が見込めると思い、高く評

価しました。 

また、４管理運営計画のうち⑧感染症予防に関する取組については、区が求める水準

を超えていることが読み取れました。 

さらに、事業者独自の取組も示している点を評価しました。 

次に、５①事業計画の地域特性という項目については、麻布地区の国際色豊かな地域

特性や坂が多い地形、伝統のある歴史等を理解していることが読み取れます。 

そして、その特色を生かしながら、スマートフォンの活用を取り入れることで、高齢

者のデジタル化への対応という社会的な課題に対応する事業を組み入れる工夫をし

ている点を高く評価しました。 

最後に、１０の区内中小企業の活用や、１１の高齢者や障害者の活用促進については、

それぞれ実績が高いと考え、どちらの項目も５点としました。 
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Ｇ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ａ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

全体として、区が指定管理者に求める内容を理解している提案だと考えています。 

 

４管理運営計画については、特に人材育成について、職員のレベルや役職、専門性に

合った研修制度が充実していると思いました。 

また、感染症対策については、日常的な衛生管理から発生時の対応、業務継続まで具

体的な取組が示されているため、８点としました。 

一方で、職員の配置については、正規職員の割合が低く、質の高いサービスを提供す

る上でやや不安があったため、低く評価しました。 

次に、事業の提案については、高齢者がいきいきプラザへの教室の参加をきっかけと

して自主的なグループ形成に繋がる支援まで示されている点、介護予防事業に参加し

たことがない人を取り込むための工夫、自主活動グループの相談会の実施等の支援に

ついて具体的な取組が示されている点を評価しました。 

最後に、ＩＣＴの活用という点では、考え方については示されていましたが、具体的

な事業の内容、名称についての言及がなく、より具体的な内容が欲しいと思いました。 

全体として、いきいきプラザの事業に対する理解度や、施設の安全管理、事業内容も

含めて、施設を安定して運営できるレベルだと感じました。 

 

４管理運営計画に関する項目のうち、⑧感染予防に関する取組が適切かという項目に

ついて、ハード整備に関しては空気清浄機等の配慮があった一方で、ソフト面に関し

て、もっと提案していただきたいと思いました。 

⑩いきいきプラザの運営に対する基本的な考え方について、防犯や防災に関しては、

麻布警察や麻布消防署の協力を求めている点を評価しました。 

続いて、５の地域の拠点としての計画性について、①麻布地区の特性という項目では、

坂めぐりのイベントや、警察・消防との連携等の提案が非常に良いと思いました。 

最後に、６効率的で質の高いサービスの提供という項目について、①提案事業として、

パソコンが使えない多くの高齢者のための ICT 教室強化や、ありすの庭の活用・EMS

トレーニング等の珍しい取組の提案があったため、高い評価としました。 

総じて、指定管理者としては適切だと考えています。 

 

全体的には、よく書かれていると思いました。 

４⑨職員体制について、経験豊かな職員を施設長として配置していることを高く評価

しました。 

ＩＣＴの強化ということについては、良い点だと思いました。 

５⑦喫茶事業に関する項目について、シルバー人材を活用して一定の味を保証するた

めに、非常に考えられている点でもありますが、特徴があるものを提供する工夫をし

てほしいと考え、２点としました。 

５④ふれあい、コミュニティの活動の場については、提案としては非常によいのです

が、具体的なことが書かれてなかったことが気になりました。 

５②高齢者のいきがいづくり学びの場について、仕事を持つ高齢者にも対応するプロ

グラムを評価して１０点としました。 

 

その他、採点内容についてご意見、ご質問はありませんか。 

各委員会からの意見を受けて、点数を修正される委員はいらっしゃいますか。 
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事務局 

 

 

委員長 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

 

Ｅ委員 

 

 

 

 

事務局 

 

Ｃ委員 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

 

修正の希望がないようなので、事務局から改めて採点結果の発表をお願いします。 

 

それでは、改めて採点結果を発表します。事業者Ａの合計評価点は、１４００点満点

中１０６５点で、得点率は７６.１％です。 

 

それでは、今の点数を受けまして、第一次審査の点数を確定します。 

続きまして、第一次審査通過者を決定したいと思いますが、ご意見はありますか。 

ないようなので、第一次審査通過事業者は、事業者Ａに決定します。 

   

 議題２ 第二次審査について 

 

第二次審査について説明 

「第二次審査について」の審議内容については、芝地区港区立いきいきプラザ指定管

理者候補者選考委員会でご審議いただいた次の５点の内容を共有したいと考えてい

ます。 

・出席者は４人以内とし、統括施設長予定者と各法人の説明者１人ずつは必ず出席す

ること 

・プレゼンテーションは、プロジェクターを用いて実施すること 

・プレゼンターは統括施設長予定者とすること 

・追加資料は、Ａ３片面 1 枚程度を作成すること 

・様式１３は、各館施設長予定者全員分を提出すること 

 

ありがとうございます。その内容でよいと思います。 

他にご意見はありますか。 

 

様式１３は、経歴だけではなく、いきいきプラザの管理運営に関わる業務にどの程度

どのように関わってきたのか、具体的にわかるよう作り変えていただきたいです。 

港区の施設に適合する仕事にどの程度携わってきたかについて、事業者へ資料を提出

するよう求めてください。 

 

改めて追加資料を提出するよう事業者に求めます。 

 

定年前の職員をいきいきプラザの施設長予定者に起用している印象があります。 

キャリアパスとして、「最後の職場」という考えでいきいきプラザの施設長を務めら

れては困ります。 

生き生きとした施設にするために、「この人たちが必要なんだ」という理由やその基

本的な考え方を説明する資料をいただきたいです。 

さらに、専門職の活用が非常に重要なため、なぜ専門職の職員が非常勤なのかという

ことについて、理由書をいただいた方がよいと思います。 

 

いただいたご意見のとおり、専門職の職員配置についてどのように考えているのかと

いうことの資料を事業者に提出するよう求めます。 
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事務局 

 

 

 

委員長 

 

全委員 

 

委員長 

 

 

事務局 

 

 

委員長 

 

４ 今後のスケジュールについて 

次回第３回選考委員会は６月２９日（火）午前１０時５０分から参集で開催します。 

第二次審査として、プレゼンテーションとヒアリングを行い、指定管理者候補者を決

定します。 

 

第二次審査のスケジュールをご説明いただきました。この予定でよろしいですか。 

 

はい。 

 

それでは、麻布地区の審議は、以上になります。 

４地区の審議で出た共通事項の意見については、４地区で共有してください。 

 

承知しました。 

 

５ 閉会 

本日の委員会は、以上をもって閉会します。 
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会  議  名 第３回麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会 

開 催 日 時      令和３年６月２９日（火） 午前１０時４０分から午後０時１０分まで 

開 催 場 所      港区役所９階９１５会議室 

委   員      

出席者 ７名 

岡本委員長、大渕委員、松浦委員、師岡委員、 

冨田麻布地区総合支所長、白井赤坂地区総合支所管理課長、金田高齢者支援課長 

※師岡委員はリモートによる出席 

欠席者 なし 

事 務 局      

麻布地区総合支所管理課長 

麻布地区総合支所管理課施設運営担当係長 

麻布地区総合支所管理課管理係担当者 

傍 聴 者 なし 

会 議 次 第      

１ 開会  

２ 議題審議 

議題１ 第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）について 

議題２ 指定管理者候補者の選考結果について 

３ 閉会 

配 付 資 料      

資料１  第二次審査（プレゼンテーション・ヒアリング）選考基準・採点表 

資料２  第一次審査・第二次審査採点集計表 

資料３  第２回麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者選考委員会 

会議録 

参考資料 第一次審査採点集計表 

 会議の結果及び主要な発言 

 

 

 

 

 

 

委員長 

 

Ｃ委員 

 

１ 開会、挨拶 

 

２ 議題の審議 

 議題１ 第二次審査（プレゼンテーション及びヒアリング）について 

（事業者Ａによるプレゼンテーション） 

 

それでは、質疑に入ります。 

 

施設長予定者等について、任期中に６０歳を超える職員が多いと感じました。 

ステップアップの道がないために、施設長のやる気がなくなってしまうのではないか

【会議録】 
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事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｄ委員 

 

 

 

 

 

 

 

 

事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

という懸念があります。 

この点について、資料をご提出いただきましたが、再度、考えをお聞かせください。 

また、介護予防事業等を実施するにあたり、専門職の活用は非常に重要だと思います。 

非常勤という自由な働き方を選択する職員を採用するだけでは、組織体制として不十

分なのではないかと思いますが、御社として専門職の職員を積極的にどのように活用

していくのかということについて、考えをお聞かせください。 

 

年齢が高い職員を起用するメリットは、多数あると思っています。 

例えば、年齢が近いために、高齢の利用者や地域の町会や老人クラブの方々により安

心感を持っていただけるというメリットがあると思います。 

また、弊社には専門職のコースと管理職のコースがあり、お客様と接することができ

る現場を希望する職員もいるため、施設長のやる気がなくなるということはないと考

えています。 

続いて、専門職の活用について、弊社には、常勤での雇用を望む職員向けの制度を設

けています。 

職員がやる気を持って働けるように、業務体制だけではなく、賃金等の待遇面も含め

て労働環境を整えていきたいと思っています。 

 

高齢者の中には、スポーツが得意な人だけでなく、スポーツに興味がない人も多いと

思います。 

いきいきプラザへ行くことが難しい人や今までスポーツに縁のなかった人の参加を

促すために、何か工夫は考えていますか。 

次に、広報活動以外に直接働きかける方法をどのように考えているのか、また、ＥＭ

Ｓトレーニングの対象者をどのように考えているのかを伺いたいと思います。 

最後に、ＢＣＰ計画や計画に沿った対応、職員への周知について、どのように考えて

いるのかをお聞かせください。 

 

スポーツに興味のない方には、文化系教室に参加していただくことを考えています。 

広報みなと以外の情報発信として、ポスティングや、コロナ禍収束後には訪問を考え

ています。 

さらに、ＳＮＳを使って家族向けにＰＲすることで、家族から参加を促していただく

という取組を考えています。 

次に、ＥＭＳトレーニングについては、利用者の中で今後の体力が心配な方を対象と

して考えています。 

３年後には、団塊の世代が全員、後期高齢者となることを考慮して、トレーニングの

レベルを考えていく必要性を感じたため、利用者がＥＭＳトレーニングによって、ず

っと体力を維持していけるような事業を考えています。 

最後に、ＢＣＰについて、災害時にはまず職員及び家族の安否確認が第 1に大事だと

考えています。 

ＢＣＰには、職員が何分で施設にたどり着けるかのシミュレーションや区民避難所開

設の仕方、住民の受入、関係各所との連絡・連携、地区のインフラの状態、施設の損

壊状況による復旧目途等を記載しています。 

また、いきいきプラザは区民避難所に指定されているため、構成企業にもご助力いた
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Ｆ委員 

 

 

 

事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｇ委員 

 

 

 

 

 

事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

 

 

Ｅ委員 

だいて、人員の確保をします。 

 

共同事業体として管理運営をする理由をお聞かせください。 

また、ＩＣＴの活用を提案していますが、具体的にどのように高齢者にアプローチし

ていくのかを教えてください。 

 

共同事業体を組んだ理由・メリットについて、単独で指定管理者を務める場合、構成

企業の職員は派遣職員として勤務するため、施設管理についての港区からの指示を派

遣元のビル管理事業者等へ直接受けることができず、間接的に、代表企業職員が指示

を出すことになります。 

しかし、大きな災害や問題が発生したときには、できる限りスピーディーに対応する

必要があります。 

そこで、共同事業体を組み、構成企業の職員が直接対応することでスピードアップを

図りたいと考えています。 

さらに、構成企業は港区内に管理センターを持っており、より早く、より多くの人間

を投入することができるため、非常時の対応力は増すと考えています。 

次に、ＩＣＴの具体的な活用について、情報格差を解消することで、高齢者の生活を

より豊かすることができると考えています。 

現在のコロナ禍では、遠方にご家族がいる場合、全くコミュニケーションがとれてい

ない状況にあると思います。 

そこで、スマホ教室でグループライン等の使い方を習得することができれば、遠方の

家族と顔を見て会話することが可能になります。 

他には、カメラ機能を使って撮った写真のほのぼの作品展への出展や、電子決済アプ

リを利用してキャッシュレス化することで、ひったくり等の被害に遭う恐れが減ると

いう効果や、地図アプリを利用することで、迷子にならずに移動できるようになると

いう効果が期待できます。 

このような内容を、教室事業に組み込んでいきたいと考えています。 

 

ＩＣＴの活用について、利用者のＩＣＴデジタル機器の利用や活用支援の提案があり

ましたが、施設で提供する事業においてＩＣＴ活用という点で具体的な提案があるの

か教えてください。 

また、自主活動グループの支援について、活動内容や成果の見える化という提案があ

りましたが、どのようなことを考えているのか具体的にお聞かせください。 

 

まず、ＩＣＴの活用について、現状では、対面でのやりとりを心配されている方々に

対して、ＩＣＴを活用して事業を提供するということを考えています。 

次に、自主活動グループの支援について、グループで活動している方々を一堂に会し

て情報共有できる場を設けていこうと考えています。 

各々で活動されているグループで、横の繋がりを持っている方は少ないと思います。 

他の自主活動グループの活動内容を情報共有することで、様々な発展に繋げることが

できると考えています。 

 

ＥＭＳトレーニングは、効果を得るためには週３日以上のトレーニングが必要です。 
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事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ｂ委員 

 

 

 

 

事業者Ａ－１ 

 

 

 

 

 

グループづくりや達成目標の設定等、成果を感じられる仕組みや、週３日以上トレー

ニングに通ってもらえるようなアイディアが具体的にあれば、教えてください。 

また、ＥＭＳトレーニングの安全性は様々な論文からもわかっていますが、使用中に

違和感があったときには、ケアすることが大切だと思います。 

次に、ＩＣＴの活用について、高齢者は機械の操作をなかなか覚えられません。 

そこで、うまくいかないときに、すぐに横で教えられる人が必要だと思います。 

困ったときにケアできる仕組み、施設で体験を重ねて少しずつ覚えてもらうという流

れをつくる仕組みについて、どのように考えているのかお聞かせください。 

最後に、大学生講師を活用するという提案について、ＩＣＴについては、大学生の常

識と高齢者の常識が大きく異なるため、高齢者が機械をうまく操作できないときに丁

寧なフォローができるよう、大学生を教育する必要があると思いますが、何か工夫は

考えていますか。 

 

ＥＭＳトレーニングに関して、週３回以上習慣的に来ていただくためには、できるだ

け効果を実感していただくことが必要だと思っています。 

「やればやるほど、たくさん歩くことができる」と感じることで、より頑張ることが

できるのだと思います。 

いきいきプラザへ行く習慣のある利用者は、週３日以上の利用を実現できると思いま

すが、いきいきプラザへ通うことが難しくなってしまった方々を救っていくために、

訪問して参加を促していく必要は生じるのではないかと考えています。 

訪問については、状況を鑑みて港区の所管課と相談しながら、取り組んでいきます。 

続いて、ＩＣＴの活用に関連して、例えば、ＺＯＯＭを使ったオンライン運動教室を

様々な自治体で実施しています。 

そこで、ある高齢者がどうしても音声の設定ができず、電話でサポートしながら設定

するということを１０回程繰り返しましたが、１１回目からご自身で設定できるよう

になったということがありました。この経験から、高齢者は覚えられないということ

ではなく、覚えるのに時間がかかるのだと考えています。 

教室のように来所していただく事業では、わからないときにすぐサポートできる職員

を置き、横でしっかりとサポートします。 

最後に、大学生の活用について、大学生に対する教育研修をしっかり行った上で、徐々

に慣れていただくことを考えています。 
 

麻布地区には、保育園や子ども中高生プラザ等と併設している複合施設があります

が、その効果的な運営について配慮することがあれば、教えてください。 

また、人気がある教室、ない教室をスクラップアンドビルドしていくために、工夫す

る点を教えていただければと思います。 

 

まず、複合施設を効果的に運営するために、相互の交流を積極的に推進していきたい

と考えています。 

例えば、稽古の成果発表の場である演芸会に、保育園の子どもたちを招待し、歌や踊

りを発表してもらい、世代間交流を図るという事業を考えています。 

他には、園児の卒園時に、折り紙で作った大きな壁画をプレゼントするという事業を

考えています。 
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壁画が段々と完成していく様子を見ること、完成した壁画を園児にプレゼントし、喜

んでもらうということを通して、高齢者に喜んでいただけると思っています。 

次に、いきいき教室のスクラップアンドビルドについては、情報収集をしながら、時

代やニーズの変化とともに、内容の変更や新たな教室の追加を検討していきたいと考

えています。 

 

構成企業として共同事業体で管理運営するにあたり、単独事業者へ職員を派遣する場

合との違いを教えてください。 

また、参加者の拡大という点について、訪問という提案がありましたが、より具体的

な提案はありますか。 

最後に、「教室に通っている高齢者に役割を持ってもらう活動」についてどのように

考えているのかお聞きしたいと思います。 
 

共同事業体として管理運営する場合は、非常事態や法令の改正の際にも、本部がバッ

クアップすることで、適切にフォローアップすることができます。 

それらにより、安全・安心の確認・管理をさらによくすることができると考えていま

す。 

 

利用者の拡大について、認知していただくことが大事だと思っています。 

そのための手段として、広報みなとが有効だと思いますが、他には、ＳＮＳ等で発信

することで家族から伝えていただくという認知の方法もあると思っています。 

また、利用者からの友人紹介という認知の広がり方があると思います。 

利用者によい施設だと思っていただければ、口コミで広がっていくという効果が期待

できると思います。 

そのために、友人に紹介したくなるような施設の運営を心がけていきます。 

コロナ禍収束後は、高齢者のご自宅に訪問し、話を聴いていただくという取組を積極

的に行いたいと考えています。 

次に、自主活動グループの役割等について、いきいき教室をスタートとして、教室の

参加者の中から、同様のことをやってみたいという方や適性のある方にお声がけし

て、自主的に活動できる支援を行っていく予定です。 

 

他にご質問はありますか。 

ないようなので、ヒアリングは以上となります。 

 

 議題２ 指定管理者候補者の選考結果について 

第二次審査結果の説明 

事業者Ａは、２１００点満点１５８５点で、７５.５％を獲得しています。 

さて、前回の選定委員会で審査した資料のうち様式１２「資金・収支計画書（事業計

画）」について、新たな提案事業の収支も加算すべきところを加算していなかったこ

とが判明しました。 

これは、新たな提案事業は別立てで作成することになっていたため、事業者が全体の

資金・収支計画についても別立てにするものと認識し、加算しなかったことによるも

のです。 
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Ｅ委員 

 

 

 

つきましては、様式２８で提案のあった「新たな事業提案に関する資金計画」の収支

を加算した様式１２の資料を再提出させていただきます。 

具体的には、今回の指定期間中の各年度の支出合計が初年度は 2,900 万円、２年目以

降は 2,700 万円程度加算されます。そのため、審査項目７「資金・収支計画及び受託

経費」の採点について、委員の皆様にお諮りしたいと思います。 

なお、今回の増額分を加算した額は、現在の指定期間に計画された指定管理料とほぼ

同額で、現行予算内で執行可能な額です。 

 

第一次審査の採点について、修正はありますか。 

ないようなので、第一次審査結果は変更なしとさせていただきます。 

次に各委員から講評をお願いします。 

 

①いきがいづくり、学びの場について、ＩＣＴの活用をチャレンジ目標としているこ

とや、地域共生によって地域の持続可能性を追求するというコンセプトがよいと思

い、１６点としました。 

②介護予防、健康づくりの項目について、健康づくりと介護予防の一体的な実施とい

うことを、組織を挙げて取り組もうとしている点を評価し、１６点としました。 

③ふれあい、コミュニティ活動については、地域特性の分析がよかったということと、

訪問や家族を媒介にして本人に伝えるという情報発信の工夫があったため、１６点と

しました。 

④利用者及び地域住民の安心安全について、共同事業体を組むことで安全性を向上さ

せるという意図が理解できたため、２０点としました。 

⑤施設長予定者の考え方について、様々な質問に対して一つひとつ丁寧に答えていた

こと、全般をよく把握していたと感じられたことから、１５点と評価しました。 

 

①高齢者のいきがいづくり、学びの場の項目では、どのように事業を広げていくのか

という点について、関係機関との連携等について言及がなく、広報とポスティングの

みの提案だったため、低く評価しました。 

②介護予防、健康づくりの項目では、ＥＭＳトレーニングをどのくらい効果的に使う

のかわかりませんでしたが、ＩＣＴやｅスポーツを取り入れながら事業を提案してい

くということを評価し、１２点としました。 

③ふれあい、コミュニティ活動についても、ＩＣＴを活用しながら人との関係性を広

げる取組の提案がよいと思いました。 

④安全・安心の項目について、共同事業体を組むことで、感染症予防・衛生管理を徹

底できると思いました。 

また、ＢＣＰの考え方がしっかりしていると感じました。 

⑤施設長予定者について、それぞれの質問に対して十分に答えていたため、安心して

任せられると感じました。 

 

①高齢者のいきがいづくり、学びの場という項目では、得意の分野であるフィットネ

ス系の事業は充実していましたが、文化系事業や学びについては、より具体的な施策

が必要だと思い、通常レベルと評価しました。 

②介護予防、健康づくりについては、様々なプログラムを取り上げようという意欲は
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委員長 

 

感じたため、１６点としました。 

⑤責任者候補の考え方では、きちんとしたプレゼンテーションをしており、役割分担

が明確で、やる気や積極性を感じられたので１２点としました。 

 

①高齢者のいきがいづくりに関しては、啓発や呼び込みにもう少し工夫があればよか

ったと考え、１２点と評価しています。 

②介護予防、健康づくりについては、自主活動グループの情報交換等基本を押さえつ

つ、さらなる工夫をしようとする姿勢が見られたため、１６点としています。 

③ふれあい、コミュニティ活動の場に関しましてはＩＣＴに力点を置くなど、課題へ

の対応も意識していたため、１６点としました。 

⑤施設長予定者については、意欲があり、安心感のある高齢者対応ができる人材だと

感じました。意欲や専門性を評価し、１２点としました。 

 

②介護予防、健康づくりの項目では、自主活動グループへの支援について、相談会の

実施という提案だけでなく、他のグループとの情報共有、活動内容の共有の場という

ことも考えられているという点を評価し、１６点としました。 

③ふれあい、コミュニティ活動の場については、情報格差という課題への対策として、

ＩＣＴの活用や利用支援、事業におけるリモート対応等、ＩＣＴを活用した事業のサ

ービス提供を考えているということが確認できたため、１６点としました。 

⑤施設長予定者は、受答えがしっかりしていて、意欲も感じることができたため、 

１２点としました。 

 

①高齢者のいきがいづくり、学びの場について、麻布地区の地域特性をきちんととら

えているという点、スポーツ系や文化系それぞれに応じた教室がある点がよかったと

思い、１６点と評価しました。 

②介護予防、健康づくりの場について、ＥＭＳトレーニングやｅスポーツの提案があ

った点を評価し、１６点としています。 

③ふれあい、コミュニティ活動の場という項目で、折り紙の壁画の卒園プレゼント等、

複合施設を世代間交流の場としてうまく活用する提案を評価し、１６点としました。 

④事業者及び地域の安全・安心という項目は、ＢＣＰは定められているものの、高齢

者への配慮についてもう少し工夫がほしいと思ったため、１５点としました。 

⑤施設長予定者の考え方等については、購買部等経験豊富で、考え方がしっかりして

おり、意欲が感じられたため、１２点と評価しました。 

 

全体的によい提案だったと評価しました。 

自主的に来ない高齢者の人たちをどのように呼び込むかという課題に対して、訪問や

口コミ、家族への発信という手段で、実際に成果があれば、素晴らしいと思います。 

ぜひ、実践してみてほしいという期待を込めて、評価をしました。 

また、施設長予定者は、確かに年齢的には高めですが、非常に経験値が高いという意

味で、よい人材を採用していると思いました。 

 

その他、採点内容についてご意見、ご質問はありませんか。 

各委員会からの意見を受けて、点数を修正される委員はいらっしゃいますか。 
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委員長 

修正の希望がないようなので、事務局から改めて採点結果の発表をお願いします。 

 

それでは、改めて採点結果を発表します。事業者Ａの合計評価点は、２１００点満点

中１５８５点で、得点率は７５.５％です。 

 

それでは、今の点数の発表を受けまして、第二次審査の点数を確定します。 

続きまして、第二次審査通過者を決定したいと思いますが、ご意見はありますか。 

ないようなので、当委員会として、麻布地区港区立いきいきプラザ指定管理者候補者

は、事業者Ａと決定します。 

それでは、麻布地区の審議は、以上になります。 

 

３ 閉会 

本日の委員会は、以上をもって閉会します。 
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Ⅰ 施設の概要 

１  指定管理者制度導入の趣旨 

  港区では、多様化する 区民ニーズへの柔軟かつ迅速な対応や効率的で効果的な区民

サービ ス を提供する ため、 公の施設の管理・ 運営を 包括的に代行さ せる 指定管理者制

度を積極的に導入し ていま す。  

 今回、「 麻布地区港区立いき いき プラ ザ」 の管理・ 運営について、 民間事業者等が持

つノ ウ ハウ やアイ デア、 専門性など を 活用する ため、 指定管理者を 広く 募集し ま す。

応募にあたっ ては、「 港区指定管理者制度運用指針」 に基づく 区の方針を 十分に認識

し 、 ま た、 施設の設置目的等を 理解のう え、 本要項に基づく 創意工夫のある 提案を期

待し ていま す。  

 いき いき プラ ザの管理・ 運営にあたっ ては、「 高齢者のいき がいづく り 、学びの場｣、

｢介護予防、 健康づく り の場｣、「 ふれあい、 コ ミ ュ ニティ 活動の場」 の３ つの機能・ 役

割を具現化し 、 高齢者を はじ めと する 区民の様々な活動の拠点と し て、 地域に密着し

た施設と なる よ う 取り 組んでく ださ い。  

 

２  港区立いき いき プラ ザの設置目的  

いき いき プラ ザは、 港区立いき いき プラ ザ条例（ 平成２ ２ 年港区条例第１ ０ 号、 以

下「 条例」 と いいま す。） に基づき 、 高齢者のいき がいづく り 並びに介護予防及び健康

づく り を 支援する と と も に、区民の相互交流及び自主的活動の促進を 図る こ と を 目的

と し た施設です（ 条例第１ 条）。 高齢者の様々な活動の場と なる ほか、 幅広い世代の

交流や地域コ ミ ュ ニティ 活動等にも 寄与する も のです。  

 

３  麻布地区港区立いき いき プラ ザ運営の趣旨 

 麻布地区は、港区の西部に位置し 、西側は渋谷区、南側は高輪地区、東側は芝地区、

北側は赤坂地区に接し ていま す。  

歴史的な建造物が数多く 存在し 、 国立新美術館など 多く の美術館も 立地し ていて、

歴史と 芸術・ 文化の「 ま ち」 である と と も に、 都心の良好な立地条件に支えら れて、

区内にある 大使館の半数以上が麻布地区内に立地し 、 外資系企業も 多く 集ま る など 、

国際的な都市活動が展開さ れている 「 ま ち」 でも あり ま す。  

ま た、 閑静で環境に恵ま れた住宅地と 商業・ オフ ィ ス が融合し た街並みが広がる 地

区である と 同時に、都心有数の繁華街である 六本木や商店街と し て古く から 賑わいの

ある 麻布十番など を 有する 地区でも あり ま す。  

港区の中では、 比較的高齢化率の低い地区ですが、 将来は確実に高齢化が進行する

見通し です。 介護を 必要と する 高齢者も 、 ま た、 元気な高齢者も 、 長年住み慣れた地

域でいき いき と し た生活を 送れる 環境を 整備し ていく こ と が必要です。  



2 

麻布地区には、 ５ 館のいき いき プラ ザ（ 南麻布・ あり す・ 麻布・ 西麻布・ 飯倉各い

き いき プラ ザ） が設置さ れていま す。  

「 地域交流フ ェ ス ティ バル」「 芋煮会」「 男性の炊出し 練習会」 等、 異世代交流を 行

う など 、 ５ 館それぞれが特色ある 個性を も ちながら 事業を実施し ていま す。  

さ ら に、 ５ 館が連携し て、 地区内での合同事業や世代間交流も 活発に行い、 麻布地

区全体の高齢者の元気づく り の場と し て、 地域に根ざし た施設運営を 行っ ていま す。 

麻布地区の利用者は、 各教室や事業に対し て、 運動系・ 文化系に偏ら ず、 質の高い

充実し た内容を 求める 傾向があり ま す。 ま た、 館職員と の冗談も 交えた会話など 親し

く 交流する こ と を望ま れる 方が多く 、 各館も 、 暖かな質の高い区民サービ ス を心掛け

て利用者と 接し ていま す。  

麻布地区には、 ひと り 暮ら し の高齢者が約 1, 304 人住んでいま す。 日頃から ひと り

暮ら し の高齢者が孤立し ないよ う 、地域と 交流する 機会づく り にも 取り 組んでいま す。 

※ 麻布地区の人口等については、「 港区の高齢者の状況」（ 資料１ ） を 参照し てく だ

さ い。  

 

４  麻布地区港区立いき いき プラ ザの概要  

（ １ ） 施設の概要 

今回募集の対象と なる 麻布地区のいき いき プラ ザ５ 館の概要は以下のと おり です。 

施設名 所在地・ 電話 開設年月日 建設年月 敷地面積 建物の構造・ 延床面積 備    考 

南麻布 

いき いき  

プラ ザ 

南麻布 1-5-26 

℡( 5232) 9671 

平成 3 

( 1991) 年 

3 月 18 日 

平成２  

( 1990) 年 

３ 月 

1, 766. 14 ㎡

Ｒ Ｃ 造地下 1 階地上３

階建 

3751. 88 ㎡ 

高齢者在宅サービ ス セ

ンタ ー・ 高齢者相談セン

タ ー、シルバー人材セン

タ ー併設 

あり す 

いき いき  

プラ ザ 

南麻布 4-6-7 

℡( 3444) 3656 

平成 26 

( 2014) 年 

９ 月１ 日 

平成 26 

( 2014) 年 

５ 月 

4, 116. 07 ㎡
Ｒ Ｃ 造 4 階建 

5, 017. 91 ㎡ 

本村保育園、麻布子ど も

中高生プラ ザ併設 

麻布 

いき いき  

プラ ザ 

元麻布 3-9-11 

℡( 3408) 7888 

昭和 39 

( 1964) 年 

11 月１ 日 

平成 17 

( 2005) 年 

４ 月 

1, 693. 75 ㎡
Ｓ プレ ハブ 2 階建 

343. 44 ㎡ 

仮施設 

 

西麻布 

いき いき  

プラ ザ 

西麻布 2-13-3 

℡( 3486) 9166 

平成 26 

( 2014) 年 

11 月 1 日 

平成 26 

( 2014) 年 

９ 月 

1, 580. 54 ㎡

Ｓ Ｒ Ｃ 一部Ｒ Ｃ 地下

1 階地上 7 階建    

5, 425. 29 ㎡  

西麻布保育園、  

あっ ぴぃ 西麻布 

災害対策住宅併設 

飯倉 

いき いき  

プラ ザ 

東麻布 2-16-11 

℡( 3583) 6366 

昭和 44 

( 1969) 年 

４ 月１ 日 

平成 12 

( 2000) 年 

５ 月 

566. 15 ㎡
Ｓ 造 2 階建 

646. 92 ㎡ 
 

※ 現在、 仮施設で運営し ている 麻布いき いき プラ ザについては、 みなと リ サイ ク

ル清掃事務所作業連絡所用地（ 元麻布３ -９ -６ ）で、同作業連絡所と 合築整備し 、

諸室を増やすなど 施設規模を 拡充し ま す。 新たな施設での運営開始は、 令和６ 年

４ 月を予定し ていま す。  

※ 各施設の詳細は、「 麻布地区いき いき プラ ザ施設概要」（ 資料２ ） 及び「 麻布地

区いき いき プラ ザ諸室の設備」（ 資料３ ） を 参照し てく ださ い。  

※  いき いき プラ ザは、併設施設( 区有施設部分) を含む全体の主たる 建物管理者と

し て建物を 管理し ま す。  
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（ ２ ） 休館日・ 開館時間（ 条例第４ 条）  

ア 休 館 日 

１ ２ 月２ ９ 日から １ 月３ 日ま で 

ただし 、 区と 協議の上、 機器保守点検等の理由によ り 臨時に休館日を 設ける こ

と ができ ま す。 ま た、 区と 協議の上、 休館日や開館時間外の時間に事業を 実施す

る こ と ができ ま す。  

イ  開館時間 

 午前９ 時から 午後９ 時３ ０ 分ま で（ 日曜日は午前９ 時から 午後５ 時ま で）  

 

（ ３ ） 利用対象者（ 条例第６ 条）  

ア 区内に住所を 有する 者 

イ  区内の事務所又は事業所に勤務し ている 者 

ウ  前記（ ア・ イ ） に掲げる 者を 主な構成員と する 団体 

エ 前記（ ア・ イ ・ ウ ） に掲げる も ののほか、 区長が適当と 認める 者 

 

（ ４ ） 敬老室等の無料公開 

区内に住所を有する ６ ０ 歳以上の者を 対象に、敬老室や浴室等を 無料公開し てい

ま す。  

ア 対象者 

区内に住所を 有する ６ ０ 歳以上の者 

イ  利用時間 

（ ア） 敬老室等 午前９ 時から 午後５ 時ま で 

（ イ ） 浴室 「 麻布地区いき いき プラ ザ施設概要」（ 資料２ ） を 参照し てく ださ い。  

※ 浴室の利用時間については、 当面は現行の利用時間での運営と し ま す。 利

用者の需要に応じ て運用を 変更する 場合は、 区と の協議が必要です。  

 

（ ５ ） 使用料（ 条例第９ 条から 第１ １ 条）  

 集会室等の利用は、 利用者から 条例に定める 使用料を 徴収し 、 区に納入し ま す。

ま た、 定めら れた期間内の取消し については、 使用料を還付し ま す。  

各施設の使用料は、 条例のと おり です。  

なお、 使用料には、 維持管理経費の変動、 施設の運営状況を 定期的に反映さ せる

必要がある ため、 区では３ 年を 目途に使用料の見直し を行う こ と と し ていま す。  

 

５  指定期間 

令和４ 年４ 月１ 日から 令和９ 年３ 月３ １ 日ま で（ ５ 年）  
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Ⅱ 指定管理者が行う 業務 

１  事業運営 

（ １ ） 基本事業 

 指定管理者が行う 事業に関する 業務は、 下記のと おり です。  

条例第３ 条に基づき 、 いき いき プラ ザは次の業務を 行いま す。  

ア 高齢者の生き がいづく り の支援に関する こ と 。  

イ  介護予防及び健康づく り の支援に関する こ と 。  

ウ  区民の相互交流及び自主的活動の支援に関する こ と 。  

エ 高齢者の利用に供する ため、 敬老室等を 無料で公開する こ と 。  

オ いき いき プラ ザ施設の利用に関する こ と 。  

カ その他区長が必要と 認める 事業 

 なお、 現在のいき いき プラ ザで実施し ている 事業については、「 いき いき プラ ザ

事業の体系」（ 別紙１ ） のと おり です。  

※ 業務の詳細については、 業務基準書（ 別紙２ ） 及び業務仕様書（ 別紙３ ～別紙

12、 20） を 参照し てく ださ い。  

※ 介護予防事業の実施に当たっ ては、 各年度の事業計画書を 策定する 中で、 実施

する 事業及びその実施期数等について、 高齢者支援課と 協議の上、 実施し てく だ

さ い。「 令和３ 年度麻布地区いき いき プラ ザ介護予防事業一覧」（ 別紙 13） を 参照

し てく ださ い。  

 

（ ２ ） 提案事業 

条例第１ 条に定める 目的を達成する ため、条例第３ 条に基づく 事業を 提案し てく

ださ い。 事業を 計画する 場合は、 本施設が高齢者向け施設である こ と を 十分認識の

上、 地域の特性を 踏ま えた効果的な事業を提案し てく ださ い。  

なお、 提案事業は、 事前に区と 協議の上決定し 、 指定管理料の範囲内で実施し ま

す。  

※ 令和４ 年度以降の麻布地区いき いき プラ ザ継続事業一覧（ 資料４ ） については、

指定期間中は区と 協議の上、 事業を 継続実施し てく ださ い。  

※ 事業実施については、「 港区立いき いき プラ ザ事業実施要綱」 を 参照し てく だ

さ い。  

 

（ ３ ） 自主事業 

上記（ １ ）（ ２ ） のほか、 本施設の設置目的に合致し 、 かつ、 本業務の実施を 妨げ

ない範囲において、施設の利用率向上等を図る ための事業を 自主的に行う こ と がで

き ま す。  

なお、 自主事業については、 事前に区と 協議の上決定し 、 事業に係る 経費は事業

者の負担と し ま す。  
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（ ４ ） 職員体制 

ア 事業を 実施する ため、 必要な知識、 技能及び経験等を 有する 職員を 配置し 、 施

設の管理運営に支障がないよ う 配慮する こ と 。  

イ  理学療法士、 健康運動指導士又は介護予防運動指導員を常時配置、 看護師又は

保健師を 必要に応じ て配置し 、 個別指導を 行える よ う にする こ と 。 理学療法士、

健康運動指導士については、地方独立行政法人東京都健康長寿医療センタ ーにお

ける 「 包括的高齢者運動ト レ ーニング」 の講習を 受ける こ と 。  

ウ  公の施設と し ての心構えを 認識し 、 従事職員教育、 接遇教育等を 徹底し 、 情報

の共有化を 図る こ と で利用者及び区民への接遇等が常に良好と なる よ う 努める

こ と 。  

 

２  施設の維持管理 

（ １ ） 施設（ 併設施設を 含む建物全体） の維持管理業務 

指定管理者が行う 維持管理に関する 業務は、下記のと おり です。詳細については、

業務基準書（ 別紙２ ） 及び維持管理に関する 業務一覧（ 別紙 14） を参照し てく ださ

い。 複合施設の場合は、 複合施設の建物の管理者と し て維持管理業務を 行いま す。

ただし 、 複合施設内の各施設の運営は、 それぞれの施設が責任を も っ て行いま す。 

ア ガラ ス 清掃等の全体部分に係る 清掃を行う こ と 。  

イ  設備等の点検を 行う と と も に、 不具合が発生し た場合は対処する こ と 。  

ウ  設備の大規模な修繕が必要な場合は、修繕計画書等を作成し 区に提出する こ と 。 

エ 消防法令、 建築基準法令等に基づく 点検（ 防火対象物点検等） に立会う こ と 。 

オ 施設の維持管理に関する ほか下記の業務を 行う こ と 。  

  （ ア） 施設・ 付属設備の管理及び物品等の取扱いに関する 業務     

※麻布地区共同備品の取扱いについては、 資料５ を参照し てく ださ い。  

  （ イ ） １ 件１ ３ ０ 万円（ 税込） 以下の軽易な修繕及び整備 

（ ウ ） 施設内の清潔の保持、 整頓その他の環境整備に関する 業務 

（ エ） 併設施設の責任者と 情報を 共有する 等、 日常的に連携を図る こ と 。  

（ オ） 建物全体の消防計画を作成する こ と 。  

 

（ ２ ） 施設の利用に関する 業務 

   ア 区内に住所を 有する ６ ０ 歳以上の高齢者の利用に供する ため、 敬老室、 浴室等

を 無料で開放する こ と 。                       

  イ  施設予約シス テムによ る 貸室に関する こ と 。  

ウ  貸室等の利用に関する こ と 。  

  エ 施設の利用方法に関する こ と 。  
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（ ３ ） 安全・ 安心に関する 業務 

ア 災害及び事故の発生など の緊急時において、「 港区危機管理基本マニュ アル（ 改

訂版） 」 （ 別紙 15） に基づき 、 「 緊急対応マニュ アル」 を 作成し 、 利用者等の避

難誘導、 関係機関への通報、 傷病者の医療機関への搬送の付添い、 安全確保、 通

報・ 連絡等の迅速かつ的確な対応を行う こ と 。  

イ  休日・ 夜間の連絡体制を確立する こ と 。  

ウ  区有施設等安全点検及び点検報告( 日常点検・ 総点検・ エレ ベータ ー点検確認)  

「 港区有施設の安全管理に関する 要綱」、「 港区有施設安全管理業務実施要領」 に

基づく 安全管理体制の整備、 日常安全点検等を実施する こ と 。  

エ 震災及び新型イ ンフ ルエンザ等が発生し た場合を 想定し 、「 港区業務継続計画」

に基づき 、 開館時間外の災害、 その他あら ゆる 緊急事態及び非常事態に際し て、

従事職員用の食料等の確保や業務体制の整備など 速やかに対応でき る 体制を 整

える こ と 。 なお、 港区防災対策基本条例の規定に基づく 、 事業者の責務を 負う も

のと する 。  

オ Ａ Ｅ Ｄ 日常作動点検を 行い、 保守管理を 行う こ と 。  

カ 上記アから オま でを 適切に遂行する ために、 事件・ 事故の際の対応を定め、 職

員研修の実施等を 行う こ と 。  

キ 利用者に対する 見守り 、 声掛け、 相談、 高齢者相談センタ ー（ 地域包括支援セ

ンタ ー） への引継ぎなど 様々な支援を 行う こ と 。  

ク  麻布地区総合支所等と の防災無線や避難所運営等の訓練に参加又は協力する

こ と 。  

ケ 本施設は、 区民避難所（ 地域防災拠点） に指定さ れている ため、 区が区民避難

所（ 地域防災拠点） を 開設し た際には、 別途締結する 災害時協定に基づき 対応す

る こ と 。 なお、 麻布いき いき プラ ザは現在、 仮施設のため区民避難所（ 地域防災

拠点） には指定し ていないが、 合築整備後の令和６ 年４ 月以降は区民避難所（ 地

域防災拠点） に指定する 予定。  

コ  区が本施設を津波避難ビ ルに指定し た際には、別途締結する 津波避難ビルに関

する 協定に基づき 対応する こ と 。（ 現在、 該当施設はあり ま せん。）  

サ 災害時は、 区の指示に基づき 区民の安全確保のため協力する こ と 。  

シ 管理する 個人情報の保護をはじ め情報セキュ リ ティ については、本業務に従事

する すべての者が「 港区情報安全対策指針」 を 遵守し 、 漏えいの防止等の適正な

管理に努める こ と 。  

ス  複合施設では、 他の施設の管理者と 協力し 、 非常時に備え協力体制を 整える と

と も に日常訓練を行う こ と 。  

 

３  麻布いき いき プラ ザの移転・ 開設準備 

  麻布いき いき プラ ザは移転・ 改築し 、令和６ 年４ 月から 新たな施設での運営を 予定

し ていま す。  
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（ １ ）移転・ 開設準備に伴う 業務や職員の配置等及び移転・ 開設後の運営等については、

別途協議し ま す。  

（ ２ ） 麻布いき いき プラ ザにかかる 指定管理料は、 現状の仮施設での運営によ る も のと

し て計上し てく ださ い。  

 

４  管理運営の基準 

（ １ ） 関係法令の遵守 

指定管理者は、 以下に掲げる も のを はじ めと し た関係法令等を 遵守し 、 施設の管

理運営を行っ てく ださ い。  

  ア 港区立いき いき プラ ザ条例 

イ  港区立いき いき プラ ザ条例施行規則（ 以下「 規則」 と いいま す。）  

ウ  港区立いき いき プラ ザ運営要綱 

エ 港区立いき いき プラ ザ登録要綱 

オ 港区立いき いき プラ ザ事業実施要綱 

カ 港区地域支援事業実施要綱 

キ 介護保険法 

ク  公衆浴場法及び施行規則 

ケ 地方自治法 

コ  労働関係法（ 労働基準法、 最低賃金法、 労働安全衛生法等）  

サ 港区個人情報保護条例及び施行規則 

シ 港区情報公開条例及び施行規則 

ス  港区環境基本条例 

セ 港区廃棄物の処理及び再利用に関する 条例及び施行規則 

ソ  港区有施設の安全管理に関する 要綱 

タ  港区防災対策基本条例 

  チ 港区暴力団排除条例 

ツ  障害者の雇用の促進等に関する 法律 

テ 障害を 理由と する 差別の解消の推進に関する 法律 

ト  高齢者虐待の防止、 高齢者の養護者に対する 支援等に関する 法律 

ナ その他施設の管理運営業務及び各種事業実施に関わる 各種法令・ 条例等 

 

（ ２ ） 区が定める 指針等の遵守 

   以下の主な指針等を十分認識の上、 積極的に区と 連携し てく ださ い。  

ア 港区基本計画 

イ  港区地域保健福祉計画 

ウ  港区高齢者保健福祉計画 

エ 港区介護保険事業計画 

オ 麻布地区版計画書 
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カ 港区公共施設マネジメ ント 計画及び個別実行計画 

キ 港区指定管理者制度運用指針 

ク  港区情報安全対策指針 

ケ 港区環境率先実行計画及び港区環境マネジメ ント シス テムハンド ブッ ク  

コ  港区区有施設受動喫煙防止対策基本方針 

サ 港区行政情報多言語化ガイ ド ラ イ ン（ 別紙 16）  

シ （ 社） 港区シルバー人材センタ ー及び障害者就労施設等への優先発注 

ス  区内中小事業者への優先発注 

  セ 港区の契約における 暴力団等排除措置要綱 

  ソ  港区職員のハラ ス メ ント の防止等に関する 要綱 

タ  港区職員接遇マニュ アル「 あったかマナーみなと 」  

チ 区民の声への対応マニュ アル（ 別紙 17）  

ツ  港区職員の障害を理由と する 差別の解消の推進に関する 要綱 

テ 港区が発注する 契約に係る 業務に従事する 労働者等の労働環境確保の促進に

関する 要綱（ 別紙 21）  

ト  港区危機管理基本マニュ アル（ 改訂版）（ 別紙 15）  

ナ MI NATO新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症拡大防止ガイ ド ラ イ ン 

ニ 港区立いき いき プラ ザ再開の手引き （ 別紙 21）  

 

（ ３ ） 再委託の禁止 

指定管理業務の全部又は主たる 部分を 再委託する こ と はでき ま せん。 ただし 、 清

掃・ 警備及び設備の保守点検など 専門性の高い個別業務等については、 区の事前承

認を 得た場合に限り 、 再委託ができ ま す。  

 

（ ４ ） 地域と の連携と 福祉サービス の向上 

ア 地元町会・ 自治会や、 その他関係団体など 、 地域と 良好な関係を 築く ため、 地

域の行事やイ ベント に参加する など 、 積極的に交流を図る こ と 。  

イ  地域の高齢者相談センタ ー（ 地域包括支援センタ ー） や介護予防総合センタ ー

（ ※） 等の関係機関や団体、 ボラ ンティ アと 協力し 、 地域交流や連携、 地域コ ミ

ュ ニティ 事業や介護予防普及啓発事業を実施する こ と 。  

ウ  ボラ ンティ アや研修者を積極的に受入れ、福祉サービ ス 全体の向上と 相互理解

に努める こ と 。  

※ 介護予防総合センタ ーは、 介護予防の専門性を 有する 中核的施設と し て、 新

規事業の開発・ 提供や職員専門研修の実施など によ り 、いき いき プラ ザ等での

介護予防事業の質の向上を支援し ま す。  
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（ ５ ） 区と 指定管理者の役割及び管理責任の分担 

    ア 役割分担（ ◎： 主体的な役割 ○： 補助・ 助言・ 指導する 役割）  

項  目 区 指定管理者 

設置者と し ての責務 ◎  

いき いき プラ ザの管理運営 
○ 

条例・ 規則事項 
◎ 

 施設の管理（ 設備、 物品の管理）  ○ ◎ 

施設の占用・ 行為許可 ◎  

苦情対応 ○ ◎ 

緊急時の対応（ 事件・ 事故等）  ◎（ ※）  ◎（ ※）  

施設の安全対策 

（ 安全点検・ 整備・ 改修等）  
◎（ ※）  ◎（ ※）  

広報・ PR ○ ◎ 

事業運営 ○ ◎ 

（ ※） 設置者と し ての責任は港区にあり 、 管理責任は指定管理者にある こ と を示し ま す。  

 

イ  管理責任の分担                     ○： 主たる 分担者      

項   目 内   容 
管理責任分担 

区 指定管理者

１  法令等の変更 

( 1)  指定管理業務に影響を及ぼす法令等の変更 ○  

( 2)  
上記以外の指定管理者自身に影響を及ぼす

法令等の変更 
 ○ 

２  税制の変更 
( 1)  指定管理業務に影響を及ぼす税制の変更 ○  

( 2)  上記以外の一般的な税制の変更  ○ 

３  物価変動 ( 1)  
指定期間中の物品費、 人件費等物価変動に

伴う 経費の増加 
 ○ 

４  金利変動 ( 1)  指定期間中の金利変動に伴う 経費の増加  ○ 

５  書類 

( 1)  区が作成し た書類 ○  

( 2)  指定管理者が作成し た書類  ○ 

( 3)  両者記名捺印し た協定書 相互で協議 

６  
指定管理者の指

定 

( 1)  
区の事由によ り 指定管理者の指定が議会で

議決さ れない場合 
○  

( 2)  
指定管理者候補者の事由によ り 指定管理者

の指定が議会で議決さ れない場合 
 ○ 

７  

指定管理業務の

変更及び経費の

変動 

( 1)  
区の事由によ る 指定管理業務の変更に伴う

経費の増加 
○  

( 2)  
上記以外の事由によ る 指定管理業務の変更

及び経費の増加 
 ○ 

８  住民対応 

( 1)  地域と の協調  ○ 

( 2)  
指定管理業務及び自主事業の内容に対する

住民から の苦情、 要望等 
 ○ 

( 3)  上記以外の区政全般への苦情、 要望等 ○  

９  環境問題 

( 1)  施設又は用地から の有害物質等の発生 ○  

( 2)  

指定管理業務及び自主事業に起因する 有害

物質の排出・ 漏洩、 騒音、 振動、 光、 臭気

等に関する も の 

 ○ 
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10 不可抗力 

( 1)  

不可抗力（ 暴風、 豪雨、 洪水、 地震、 落盤、

火災、 争乱、 暴動その他の区又は指定管理

者の責めに帰すこ と のでき ない自然的又は

人為的な現象） によ る 被害の発生、 拡大及

び施設・ 設備の復旧 

○  

( 2)  

不可抗力によ る も ので、 指定管理者の対応

の遅れ、 施設管理の不備等によ る 被害の発

生、 拡大及び施設・ 設備の復旧 

 ○ 

11 施設の損傷 

( 1)  指定管理者の故意又は過失によ る も の  ○ 

( 2)  施設の設計・ 構造上の瑕疵によ る も の ○  

( 3)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相手方

が特定でき ないも の） 等によ る も の（ １ 件

１ ３ ０ 万円を超える も の）  

○  

( 4)  

上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相手方

が特定でき ないも の） 等によ る も の（ １ 件

１ ３ ０ 万円以下のも の）  

 ○ 

12 
備品（ Ⅰ種）の損

傷 

( 1)  指定管理者の故意又は過失によ る も の  ○ 

( 2)  
上記以外の経年劣化、 第三者行為（ 相手方

が特定でき ないも の） 等によ る も の 
○  

13 
施設等の保守点

検 

( 1)  区の事由によ る 保守点検の増加 ○  

( 2)  
指定管理者の責め及び保守点検の不備によ

る 保守点検の増加 
 ○ 

14 第三者への賠償 
( 1)  

指定管理者の責めに帰すべき 事由によ り 第

三者に生じ た損害 
 ○ 

( 2)  上記以外の事由によ り 第三者に生じ た損害 ○  

15 セキュ リ ティ  

( 1)  
指定管理者の警備不備によ る 情報漏洩、 犯

罪発生等 
 ○ 

（ 2）  
上記以外の事由によ る 情報漏洩、 犯罪発生

等 
○  

16 使用料等の管理 ( 1)  

施設利用者から 徴収又は収納し た使用料、

区から 予め交付し た還付のための使用料、

事業に伴う 金銭の盗難・ 紛失 

 ○ 

17 指定期間の終了 

( 1)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の満了以前

の取消し 等によ る 場合を含む。）における 区

又は区が指定する も のに対する 業務の引継

ぎに要する 費用 

 ○ 

( 2)  

指定期間終了の場合（ 指定期間の満了以前

の取消し 等によ る 場合を含む。）における 原

状復帰に要する 費用 

 ○ 

 
（ 備考）  

２ -( 1)  消費税率の変更を想定し た規定です。  

２ -( 2)  収益関係税、 外形標準課税など 指定管理者自身に影響を 及ぼす税制の変更を

想定し た規定です。  
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５  運営経費に関する 事項 

（ １ ） 指定管理料の支払 

指定管理料の額は、 提案のあった経費を 上限と し 、 区の予算の範囲内で支払う も

のと し ま す。支払方法、支払時期については、基本協定書・ 年度協定書で定めま す。  

受託経費見積書は、 区が定める 次の６ つの経費区分に従っ て作成し てく ださ い。 

なお、 区の会計事務と 同様、 原則、 経費区分間の流用はでき ないも のと し 、 やむ
を得ない理由で流用する 際は、 区と 協議の上決定する も のと し ま す。  

ア 職員人件費 

  施設に勤務する 職員等（ 管理運営体制に記載し た職員等） にかかる 人件費 

※ 事業計画に基づく 施設職員の確実な配置及び当該職員の人件費を 保障する

観点や、 指定管理者の経営努力によ る 経費節減が見込ま れないこ と から 、 予算

額と 実績額の差額を 清算し ま す。 清算方法の詳細については、 基本協定書で定

めま す。  

※ 人件費の積算に当たっては、 職員（ 再委託し た業務に従事する 職員を含みま

す。 ） の最低賃金水準額を遵守し てく ださ い。 最低賃金水準額は、 「 港区が発

注する 契約に係る 業務に従事する 労働者等の労働環境確保の促進に関する 要

綱」 によ り 定めた金額と 同額です。 令和３ 年度は、（ 一般事務・ 時給額） 1, 100

円です。 なお、 金額は、 毎年度見直し ま す。  

イ  光熱水費 

   施設の維持管理に必要な電気料金、 ガス 料金、 水道料金 

複合施設においては、 併設施設の分も 取り ま と めて指定管理者が支払い、 清算

を 行いま す。 ただし 、 南麻布いき いき プラ ザに併設し ている 、 港区立高齢者在宅

サービス センタ ー、 港区立地域包括支援センタ ー及び、 あり すいき いき プラ ザに

併設し ている 港区立麻布子ど も 中高生プラ ザから は、区が決定し た分担割合を も

と に徴収し てく ださ い。 ま た、 徴収する 分の光熱水費は、 指定管理料支出予算額

に含めないでく ださ い。  

※ 光熱水費（ 電気、 ガス 、 水道代） については、 予算額と 実績額の間に乖離が

生じ る 可能性が高いこ と から 、 予算額と 実績額の差額を清算し ま す。 清算方法

の詳細については、 基本協定書で定めま す。  

ウ  修繕費 

施設の修繕に必要な経費 

※ 指定管理者が作成し た修繕計画に基づき 区が優先順位を設定し 、１ 件１ ３ ０

万円以下の建物躯体や建物設備の保全のための軽易な修繕及び整備費用（ 併設

施設と の共有部分を 含む。 ） については、 指定管理料に含めま す。  

※ １ 件１ ３ ０ 万円を 超える 修繕は、 指定管理料と は別に区が実施し ま すので受 

託経費見積には含めないでく ださ い。  

※ 予算額と 実績額の間に乖離が生じ る 可能性が高いこ と から 、予算額と 実績額

の差額を 清算し ま す。 清算方法の詳細については、 基本協定書で定めま す。  
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※ 現行施設の修繕や整備等の実績については、「 令和元年度麻布地区いき いき

プラ ザ修繕実績一覧」（ 資料６ ） を 参照し てく ださ い。  

エ 事業運営費 
施設で実施する 各種事業に必要な経費 

※ 再委託によ る 予定金額と 決定金額の差額及び実績が見込みを 下回っ たこ と

によ り 発生し た執行残額を清算し ま す。清算方法の詳細については、基本協定

書で定めま す。  

オ 施設管理経費 

    施設の維持管理に必要な保守・ 検査業務、 清掃業務、 警備業務、 廃棄物処理等
にかかる 経費 

   ※ 実績については、「 令和２ 年度各種業務一覧」（ 資料７ ）を 参照し てく ださ い。  

※ 再委託によ る 予定金額と 決定金額の差額を清算し ま す。清算方法の詳細につ

いては、 基本協定書で定めま す。  

カ その他経費 

    上記のいずれにも 該当し ない経費 

 

本社が労務管理など の業務を 一括し て行う ために施設（ 事業所） が負担する 経

費、 施設を 本社など が支援する ために必要な経費、 民間企業等の利益など 。  

「 その他経費」 における 本部経費の内訳について 

事務管理費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る 人件費、 会議費、 出張費等 

運  営  費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る シス テム維持管理費、 賃借料、

光熱水費、 リ ース 料等 

租 税 公 課 

※ 経費の計上にあたっ ては、 本社が担う 役割や業務内容、 利益の算定方法など

積算根拠を 明ら かにする 資料を 必ず添付し てく ださ い。  

 

（ ２ ） 備品購入の取扱い 

１ 点予定価格５ 万円（ 税込） を超える 備品については、 区が必要と 認めた場合に 
限り 、 区が購入し 、 無償で貸与し ま す。 備品の管理は指定管理者の責務と し ま す。 

 

（ ３ ） 収入 

いき いき プラ ザの使用料はⅠの４ の（ ５ ） のと おり です。  

管理運営業務は原則と し て区から の指定管理料で措置し ま す。 なお、 事業実施に

要する 経費のう ち、 参加者個人に直接かかる 経費（ 材料費、 見学施設入場料など ）

は区の考えに基づいて徴収でき ま す。 その他については、 区と 指定管理者が協議の

上決定し ま す。  

 

（ ４ ） 銀行口座の開設 

   本業務の実施に係る 支出及び収入を 適切に管理する ため、本業務に固有の銀行口

座を 開設し 、 適切な運用を 図る も のと し ま す。  
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（ ５ ） 損害賠償保険 

   施設運営にあたり 、指定管理者が業務を 行う に当たって施設に損害が生じ た場合

に対応する「 施設賠償責任保険」 と 、 施設利用者等に損害が生じ た場合の損害賠償

額を 担保する ための「 第三者賠償保険」 に必ず加入し ま す。 指定管理者が加入すべ

き 保険の基準は、「 特別区自治体総合賠償責任保険制度」（ 別紙 18） で定める 金額と

し 、 指定管理者が負担する こ と と し ま す。  

 

（ ６ ） その他 

ア いき いき プラ ザの経費は、 区の「 一般会計」 と 「 介護保険会計（ 地域支援事業

交付金対象）」 から 支出さ れており 、運営事業の中で介護予防事業に係る 経費（ 人

件費及び事業運営費） のみ、 後者に分類さ れま す。 そのため、 両会計の執行状況

が混在し ないよ う 、 明確に区分し て管理し てく ださ い。  

イ  その他、 本要項に定めのない事項については、 区と 指定管理者が協議の上決定

し 、 協定書によ り 定めま す。  

   

Ⅲ 選定手続 

１  公募の手続・ 手順 

（ １ ） 申請者の資格 

地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第３ 項に規定する 法人その他の団体で、次のアから カ

に該当する 者 

ア いき いき プラ ザ施設の運営に熱意を 持ち、施設の効用を 最大限に発揮する と と

も に効率的な管理運営が図る こ と ができ る 者 

イ  指定期間中、 事業の管理運営を安定し て行う 物的能力、 人的能力を 有し ている

者。  

ウ   港区議会議員、 区長、 副区長、 教育長並びに地方自治法第１ ８ ０ 条の５ 第１ 項

に規定する 委員会の委員及び委員が、 無限責任社員、 取締役、 執行役若し く は監

査役若し く はこ れら に準ずべき 者、 支配人又は清算人と なっていない法人や、 そ

の他団体。 ま た、 区が資本金、 基本金その他こ れら に準ずる も のの二分の一以上

を 出資し ている 法人その他の団体であっ て、区議会議員以外の者が役員等と なっ

ている も のも 可と し ま す。  

エ  高齢者のいき がいづく り 事業、 健康増進事業、 介護予防事業、 世代間交流事業

に関し 知識ま たは経験を 有し ている こ と 。 ま た、 老人福祉センタ ー、 老人憩いの

家など 、 こ れら に類する 事業運営を 行っている 事業者である こ と 。  

オ 本店、 支店、 事業所等のいずれかが、 東京都、 神奈川県、 埼玉県、 千葉県内の

いずれかにある 法人又はその他の団体である こ と 。  

カ 団体又はその代表者が以下のいずれにも 該当し ないこ と 。  
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（ ア） 地方自治法施行令第１ ６ ７ 条の４ 第２ 項及び第１ ６ ７ 条の５ 第１ 項（ 同項を

準用する 場合を 含む。） の規定によ り 港区における 一般競争入札等の参加を 制

限さ れている 者 

（ イ ） 法律行為を 行う 能力を有し ない者 

（ ウ ） 破産法に基づく 破産手続き 開始の申立てをし ている 者 

（ エ） 会社更生法に基づく 更生手続き 開始の申立てを し ている 者 

（ オ） 民事再生法に基づく 再生手続き 開始の申立てを し ている 者 

（ カ） 国税又は地方税を 滞納し ている 者 

（ キ） 地方自治法第２ ４ ４ 条の２ 第１ １ 項の規定によ り 指定管理者の指定の取消し

（ 法人格の変更等に伴う 指定の取消し を 除く 。） を 受けてから ２ 年間が経過し

ていない者 

（ ク ） 暴力団員によ る 不当な行為の防止等に関する 法律第２ 条に掲げる 暴力団、 又

は暴力団若し く はその構成員若し く はその構成員でなく なっ た日から ５ 年を

経過し ていない者の統制下にある 団体 

 

（ ２ ） 複数の団体によ る 共同申請 

ア  複数の団体で共同事業体（ 以下「 グループ」 と いいま す。） を 結成し 、 グルー

プと し て申請する こ と も 可能です。 その場合は、 申請時にグループを 結成し 、 適

切な名称を 設定の上、 代表団体（ 他の団体は構成団体と し ま す。） を 定めてく だ

さ い。 グループ内のすべての団体が上記（ １ ） 申請者の資格（ エを 除く ） に該当

する こ と が必要です。  

イ  グループで、 法人等を 設立する 場合は、 指定管理者の指定の議決ま でに、 法人

登記事項証明書又はそれに代わる 書類等を 提出し てく ださ い。  

ウ  当該グループの代表団体及び構成団体は、別のグループ又は単独によ り 申請す

る こ と はでき ま せん。  

エ 代表団体及び構成団体の変更は原則と し て認めま せん。 ただし 、 区が業務遂行

上の支障がないと 判断し た場合に限り 、 変更でき る も のと し ま す。  

オ 次ページ( ５ ) ③及び⑬に掲げる 書類は、 構成団体ごと に作成し てく ださ い。  

 

（ ３ ） 公募の日程 

公募要項発表 令和３ 年 ４ 月 ９ 日（ 金）  

公募説明会 令和３ 年 ４ 月１ ６ 日（ 金） 午前１ ０ 時から  

現地見学会 令和３ 年 ４ 月１ ６ 日（ 金） 午後１ 時から  

質疑受付 
令和３ 年 ４ 月１ ６ 日（ 金） 午前９ 時から  

令和３ 年 ４ 月２ ６ 日（ 月） 午後５ 時ま で 

質疑回答 令和３ 年 ５ 月１ ０ 日（ 月）  

申請受付  
令和３ 年 ５ 月２ ０ 日（ 木） 午前９ 時から  

令和３ 年 ５ 月２ ５ 日（ 火） 午後５ 時ま で 

第一次審査（ 書類審査）  令和３ 年 ６ 月２ ２ 日（ 火） 予定 
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（ ４ ） 公募説明会及び現地見学会 

ア 公募説明会 

（ ア） 日時    令和３ 年４ 月１ ６ 日（ 金） 午前１ ０ 時から  

（ イ ） 場所    高輪地区総合支所４ 階会議室（ 港区高輪一丁目１ ６ 番２ ５ 号） 

イ  現地見学会 

（ ア） 日時    令和３ 年４ 月１ ６ 日（ 金） 午後１ 時から  

（ イ ） 場所    西麻布いき いき プラ ザ（ 港区西麻布二丁目１ ３ 番３ 号）  

※ 時間ま でに現地へお集ま り く ださ い。  

ウ  参加申込 

参加申込書【 様式Ⅰ】 を令和３ 年４ 月１ ５ 日（ 木） 正午ま でに、 下記の提出先

へメ ールで送信し てく ださ い。（ 送信未達を 防ぐ ため、 送信後に電話にて連絡を

お願いし ま す。）  

（ ア） 提出先 

港区六本木五丁目１ ６ 番４ ５ 号 

港区麻布地区総合支所管理課施設運営担当 駒井、 漆家 

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ３ －５ １ １ ４ －８ ８ ０ ５  

E-mai l :  mi nat o77@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 

  （ イ ） 注意事項 

・ 会場の都合上、 １ 者２ 名ま ででお願いし ま す。  

・ 見学会については、 原則利用者が使用し ている 部分の写真撮影はでき ま せん。 

・ 駐車場はあり ま せんので、 来館・ 移動の交通手段は、 公共交通機関を ご利用

く ださ い。  

 

（ ５ ） 申請手続 

応募を 希望する 事業者は、 下記の書類を 提出し てく ださ い。  

提 出 書 類 様式 
部数 

正本 副本① 副本② 

① 指定管理者指定申請書 様式１  １ 部 ― ― 

 
≪共同事業体の場合≫ 

[ Ａ ] 共同事業体構成書 

 

様式Ａ  

 

１ 部 

 

１ 部 

 

１ ２ 部

 [ Ｂ ] 共同事業体協定書兼委任状 様式Ｂ  １ 部 ― ― 

 [ Ｃ ] 宣誓書 様式Ｃ  １ 部 ― ― 

 [ Ｄ ] 安定運営の取組 様式Ｄ  １ 部 １ 部 １ ２ 部

② 宣誓書 様式２  １ 部 ― ― 

第二次審査（ プレ ゼンテーショ ン） 令和３ 年  ６ 月２ ９ 日（ 火） 予定 

指定管理者候補者選定 令和３ 年  ７ 月下旬予定 

指定管理者の指定 令和３ 年１ ０ 月下旬予定 

mailto:minato77@city.minato.tokyo.jp
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③ 定款、 寄附行為又はこ れに類する も の（ 最新のも の）  － １ 部 ３ 部 ― 

④ 
法人の登記事項証明書（ 全部事項証明書）  

（ 申請日前３ か月以内に発行さ れたも の）  
－ １ 部 ３ 部 ― 

⑤ 印鑑証明書（ 申請日前３ か月以内に発行さ れたも の）  － １ 部 ３ 部 ― 

⑥ 預金残高証明書（ 最新の決算期末日現在のも の）  － １ 部 ３ 部 ― 

⑦ 事業者の概要 

 <<公益法人の場合>>     

ア 法人（ 団体） 等の概要 様式３  １ 部 １ 部 １ ２ 部

・ 事業経歴、 役員（ 理事・ 評議員） 名簿、 法人運営

に関する 基本的な考え方、理念、障害者雇用率 等
 

   

イ  決算書類（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

・ 収支計算書（ 収支計算書、 正味財産増減計算書、

貸借対照表、 財産目録、 計算書類に対する 注記）
様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

ウ  事業報告書（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

エ 収支予算書（ 今年度に係る も の）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

オ 事業計画書（ 今年度に係る も の）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

カ 監事の監査報告書 様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 <<Ｎ Ｐ О 法人の場合>>     

 ア 法人（ 団体） 等の概要 様式３  １ 部 １ 部 １ ２ 部

 
・ 事業経歴、 役員名簿、 法人運営に関する 基本的な

考え方、 理念、 障害者雇用率 等 
 

   

 
イ  決算書類（ 直近の決算期３ 期分）  

・ 収支計算書（ 収支計算書、 貸借対照表、 財産目録）
様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 ウ  事業報告書（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 エ 監事の監査報告書 様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 
※上記のイ ～エについては、 特定非営利活動促進法及

び内閣府令に基づく も のを提出し てく ださ い。  
    

 <<医療法人の場合>>     

 ア 法人（ 団体） 等の概要 様式３  １ 部 １ 部 １ ２ 部

 
・ 事業経歴、 役員名簿、 法人運営に関する 基本的な

考え方、 理念、 障害者雇用率 等 
 

   

 イ  損益計算書（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 ウ  貸借対照表（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 エ 株主資本等変動計算書 （ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 オ 付属明細書（ 直近の決算期３ 期分）  様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 

 

カ 監事の監査報告書 

※上記のイ ～カについては、 病院会計準則に従っ たも の

を提出し てく ださ い。エについては、社員総会での承認

日を付記し てく ださ い。オについては、法人税確定申告

書に添付し た勘定科目内訳書の写し で代替し ても かま

様式自由 １ 部 １ 部 ３ 部 
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いま せんが、 その場合には税務署に提出し た全てのも

のを提出し 、謄本である 旨の代表者の署名、捺印を付し

てく ださ い。 都道府県提出決算書を別途作成し ている

場合には、 当該決算書の写し も 提出し てく ださ い。  

 <<株式会社の場合>>     

 ア 法人（ 団体） 等の概要 様式３  １ 部 １ 部 １ ２ 部

 
・ 事業経歴、 役員名簿、 法人運営に関する 基本的な

考え方、 理念、 障害者雇用率 等 
 

   

 

イ  決算書類（ 直近の決算期３ 期分）  

・ 営業報告書 

・ 貸借対照表 

・ 損益計算書 

  ・ 注記事項（ 重要な会社方針、 貸借対照表注記、 損益

計算書注記）  

・ 株主資本等変動計算書 

・ 付属明細書 

※決算書類は、 会社法及び会社法計算施行規則に従

ったも のを提出し てく ださ い。  

※連結決算を行っ ている 親会社又は子会社がある 場

合は、 連結財務諸表も 提出し てく ださ い。  

※株主資本等変動計算書は、 社員総会又は株主総会

での承認日を付記し てく ださ い。  

※付属明細書は、 法人税確定申告書に添付し た勘定

科目内訳書の写し で代替する こ と も 可能です。 そ

の場合、税務署に提出し た全てのも のを提出し 、謄

本である 旨の代表者の署名、 捺印を付し てく ださ

い。  

なお、 申請書類提出時点において、 既に最近の決

算期末日が到来し ている 法人で、 未だ決算が確定

し ていない場合には、 直近の決算期末の経営成績

及び財政状態の参考と なる 資料（ 例： 試算表、 予

想損益計算書、 予想貸借対照表） 。 ただし 、 過去

３ 期分の決算書等と は別に提出し てく ださ い。  

様式自由 １ 部 ３ 部 ― 

 ウ  監査報告書 様式自由 １ 部 ３ 部 ― 

 

※会計監査人（ 公認会計士又は監査法人） の監査を

受けている 場合には、会計監査人の監査報告書も

提出し てく ださ い。  

    

⑧ 
法人税、 消費税、 法人事業税、 地方消費税の納税証明書

（ 直近の決算期２ 期分に係る も の）  
－ １ 部 ３ 部 ― 

⑨ 担保提供資産について 様式４  １ 部 ３ 部 ― 

⑩ 債務の保証について 様式５  １ 部 ３ 部 ― 
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⑪ 類似施設の管理運営実績について 

（ 施設名・ 所在地・ 規模等） 老人福祉センタ ー、 老人憩い

の家等、 類似施設の運営状況 

・ 施設長の運営姿勢、 組織運営の方針 

・ 地域社会への取組 

・ 施設の特色ある サービス 内容 

・ その他 

様式６  １ 部 １ 部 １ ２ 部

施設運営に関する 実績一覧 様式７  １ 部 １ 部 １ ２ 部

施設管理に関する 実績一覧 様式８  １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑫ 情報セキュ リ ティ 確認チェ ッ ク シート  様式９  １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑬ 労働環境チェ ッ ク シート  様式 10 １ 部 １ 部 １ ２ 部

 

 

 

（ ６ ） 計画書類の提出 

申請者は、 下記の計画書類を提出し てく ださ い。  

№ 提出書類 様式 
提出部数 

正本 副本① 副本②

法人等の団体に関する 書類  

① ・ 計画書類等提出書 様式 11 １ 部 １ 部 １ ２ 部

② 

・ 資金・ 収支計画書 

（ 令和４ 年度から 令和８ 年度ま で）  

※麻布いき いき プラ ザは、 令和６ 年４ 月に移転・ 改築

に伴い開設する 予定ですが、 指定管理料の算定は、

現状の仮施設での運営によ る も のと し て計上し てく

ださ い。  

※各年度における 受託経費の増減理由も 記載し てく だ

さ い。  

※「 その他の経費」 は、 一括計上は不可です。 本部経

費については、 必ず内訳を記載し てく ださ い。  

 

「 その他経費」 における 本部経費の内訳について 

事務管理費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る 人

件費、 会議費、 出張費等 

運  営  費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る シ

ス テム維持管理費、賃借料、光熱水費、

リ ース 料等 

租税公課 

  

※消費税率は、 １ ０ ％で算定し てく ださ い。  

様式 12 １ 部 １ 部 １ ２ 部

③ 
・ 給与・ 報酬・ 賃金等に関する 規程（ 最新のも の）  

 （ ※人件費の積算内訳）  
様式自由 １ 部 １ 部 １ ２ 部

④ ・ 施設長予定者の勤務し た実績 様式 13 １ 部 １ 部 １ ２ 部
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管理運営計画に関する 書類   

⑤ 

苦情解決及びサービ ス 評価・ サービ ス 向上の取組 

ア 職員の確保・ 育成計画( 職員研修に関する 計画も 含

む。 )  

イ  苦情解決及びサービ ス 評価の取組 

ウ  顧客満足度（ Ｃ Ｓ ） への具体的な取組 

エ その他接遇力の向上のための取組 

様式 14 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑥ 

利用者の安全・ 安心の確保 

ア 個人情報保護に関する 考え方と 具体的な取組 

イ  環境に配慮し た施設運営の取組 

ウ  夜間・ 休日等の緊急対応や地震・ 防災等、危機管理へ

の取組 

エ 浴室等、 施設内における 事故防止に対する 提案 

様式 15 １ 部 １ 部 １ ２ 部

オ 感染症予防に関する 取組 

  新型コ ロ ナウ ィ ルス 感染症対策等の施設内の衛生管

理、職員の健康管理、感染症発生時の対応等の具体的

なシミ ュ レ ーショ ン、 業務継続に向けた取組 

様式 15-2 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑦ 

職員配置について( 知識・ 経験を有する 者)  

管理運営体制（ 職員体制・ 勤務体系の考え方）  

・ 指定管理施設の職員配置表 

※港区が定める 「 指定管理施設職員の雇用区分確認表」

（ 別紙 19） に基づき 作成 

・ 職員ロ ーテーショ ン表 

（ 雇用区分別 ①月～金 ②土 ③日）   

様式 16 

様式 17 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑧ 

再委託を 予定し ている 業務 

①委託内容 ②委託を行う 理由 ③委託予定金額 

④委託予定先及び選定理由 

※委託先の条件は、 港区の入札参加資格がある こ と 、 港

区における 暴力団等の排除措置を 受けていないこ と で

す。 ま た、 区内中小企業やシルバー人材センタ ーなど を

積極的に活用し てく ださ い。  

様式 18 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑨ 

いき いき プラ ザの運営に対する 基本的な考え方 

ア いき いき プラ ザの運営に対する 取組や考え方 

イ  利用者の安全確保（ セキュ リ ティ を含む。） への考え

方 

ウ  指定管理者が変更と なる 際の引継ぎ準備( 対応や姿

勢等) についての具体的な計画 

様式 19 １ 部 １ 部 １ ２ 部

地域の拠点と し ての計画性 
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⑩ 

関係機関や地域※と 連携し た事業の具体的提案 

ア麻布地区の国際性や地域特性を理解し た、 具体的な事

業の提案 

イ  関係機関や地域と の連携・ 交流の具体的提案  

ウ  高齢者相談セン タ ー( 地域包括支援セン タ ー) や介護

予防総合センタ ー等と の連携についての具体的提案 

 （ いき いき プラ ザの利用頻度が下がった人へのフォ ロ

ーを含む）  

エ 地域の高齢者の施設に対する ニーズ掘り 起こ し につ

いての具体的提案 

※関係機関や地域と は、 生活支援コ ーディ ネータ ー、 町

会・ 自治会、 ボラ ンティ ア団体、 企業、 Ｎ Ｐ Ｏ 、 商店

会、 老人ク ラ ブ、 その他地域内で活動する 全ての団体

や人を指し ま す。  

様式 20 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑪ 

いき いき プラ ザの事業についての具体的提案 

ア「 高齢者のいき がいづく り 、 学びの場」 の提供につい

ての具合的提案 

・ ひと り 暮ら し 高齢者や男性の利用者等を促進する た

めの具体的提案 

・ 仕事を持っ ている 高齢者も 参加でき る よ う な土日・

夜間の事業の実施に関する 具体的提案 

様式 21 １ 部 １ 部 １ ２ 部

イ  「 介護予防、健康づく り の場」 の提供についての具体

的提案 

・ 高齢者の介護予防事業についての具体的提案 

（ 継続的に取り 組むための支援を含む。）  

・ 高齢者の健康づく り の自主グループづく り と 活動支

援についての具体的提案( 活動場所、時間帯の提供の

提案を含む。 )  

様式 22 １ 部 １ 部 １ ２ 部

ウ  「 ふれあい、コ ミ ュ ニティ 活動の場」 の提供について

の具体的提案 

・ 家族での参加など 、 世代間交流事業の展開について

の具体的提案 

・ 老人ク ラ ブなど 高齢者の自主的活動支援、 老人ク ラ

ブ間の交流の促進についての考え方と 具体的提案 

※老人ク ラ ブについては、「 老人ク ラ ブ一覧」（ 資料８ ）

を参照し てく ださ い。  

・  ひと り 暮ら し 高齢者等に向けた年末年始の事業につ

いての具体的提案 

様式 23 １ 部 １ 部 １ ２ 部

エ 地域共生社会の実現に向けたいき いき プラ ザの役割

と そのための具体的提案 

 

様式 24 １ 部 １ 部 １ ２ 部

オ 災害時の応急対応に関する 考え方 

・ 区が区民避難所( 地域防災拠点) ※を 開設し た場合の

管理運営体制（ 職員体制・ 勤務体系の考え方）  

・ 区民避難所( 地域防災拠点) 運営支援業務に関する 基

本的な考え方 

※区民避難所（ 地域防災拠点） の役割等については「 港

区地域防災計画震災編」 を参照し てく ださ い。  

様式 25 １ 部 １ 部 １ ２ 部
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カ 喫茶事業に関する 取組 

・ あり すいき いき プラ ザにおける 喫茶事業の役割、 メ

ニュ ー、 サービ ス 対象、 料金設定の考え方 

※「 喫茶コ ーナーの概要」（ 資料９ ）を参照し てく ださ い。

様式 26 １ 部 １ 部 １ ２ 部

効率的で質の高いサービス の提供 

⑫ 

提案事業 

ア いき いき プラ ザの３ つの機能・ 役割を担い、施設の利

用率向上を 図る ための新たな事業( 実施にあ たっ て

は、 区と 協議し ていただき ま す。 )  

様式 27 １ 部 １ 部 １ ２ 部

イ  新たな事業提案に関する 資金計画 様式 28 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑬ 

自主事業 

ア 自主事業を 展開し たいと いう 希望があり ま し たら 、

ご提案く ださ い。  

※自主事業計画書は施設運営の趣旨や、 前述の指定管理

者の業務を参考にご提案く ださ い。  

様式 29 １ 部 １ 部 １ ２ 部

イ  自主事業に関する 資金計画 様式 30 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑭ 

・ 令和４ 年度受託経費見積書 

※各項目の内訳を 示し てく ださ い。  

※その他経費は、 一括計上は不可です。 本部経費に

ついては必ず内訳を 記載し てく ださ い。  
 

その他経費」 における 本部経費の内訳について 

事務管理費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る 人件

費、 会議費、 出張費等 

運  営  費： 本社( 本部) 等によ る 施設支援に係る シス テ

ム維持管理費、賃借料、光熱水費、リ ース

料等 

租税公課 

算定の 考え 方や方法等を 明ら か に 示す資料等を 添

付し てく ださ い。  
 

様式 31 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑮ ・ 指定管理者と し ての抱負 様式 32 １ 部 １ 部 １ ２ 部

その他 

⑯ 
・ 複合施設と し ての効果的な管理運営についての具体的

な提案 
様式 33 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑰ 
・ 区内中小事業者の活用及び区民雇用の促進についての

考え方 
様式 34 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑱ ・ 高齢者、 障害者の雇用促進についての考え方 様式 35 １ 部 １ 部 １ ２ 部

⑲ 
・ 麻布地区港区立いき いき プラ ザ指定管理者公募提案書

内容等概要 
様式 36 １ 部 １ 部 １ ２ 部

 

 

（ ７ ）  提出書類に関する 留意事項 

ア 申請書類、 計画書類提出後の内容変更は、 提出締切日ま で受け付けま す。  
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イ  上記のほか、 区が必要と する 書類の提出を求める こ と や、 ヒ アリ ングを実施す

る 場合があり ま す。  

ウ  申請書類等の著作権は、 申請者に帰属し ま す。 ただし 、 提出さ れた応募書類は

返却でき ま せん。 区の責任において一定期間保管後、 廃棄し ま す。  

エ 提出書類にはイ ンデッ ク ス を つけ、 通し 番号を 入れてく ださ い。  

オ 書類は、 Ａ ４ 判片面で作成し てく ださ い（ ただし 、【 様式 36】 は除く ）。  

カ 副本②については、 法人名など 応募事業者が特定でき る 部分をマス キング（ 黒

塗り ） のう え、 提出し てく ださ い。  

キ 上記のほか、 電子媒体（ Ｃ Ｄ －Ｒ ） に正本及び副本②を入力し たも のを １ 部提

出し てく ださ い。 書類を電子フ ァ イ ルで提出する 際には、 日本マイ ク ロ ソ フ ト 株

式会社製「 Ｗｏ ｒ ｄ 」 又は「 Ｅ ｘ ｃ ｅ ｌ 」 を 使用し てく ださ い。  

ク  区は、 指定管理者の選考結果及び提案内容等を 公表する 場合、 その他区が必要

と 認める と き は、 無償で提出書類の全部又は一部を 使用でき る も のと し ま す。  

 ただし 、公開する こ と によ り 応募者に明ら かに不利益を 与える と 認めら れる 書類

については、 公表し ま せん。  

ケ 提出書類に虚偽の記載があっ た場合は、 失格と し ま す。  

 

（ ８ ） 応募に関する 留意事項 

  ア 選考委員会委員等と の接触について 

    公募要項の公表日以降、 公募説明会・ 現地見学会等区が提供する 機会を 除き 、

本件提案に関し て、 選考委員及び区職員等への接触は、 禁止し ま す。 接触の事実

が認めら れた場合は、 失格と なる 場合があり ま す。  

イ  応募の辞退について 

 応募書類を提出し た後、 辞退する 場合は、 辞退届（ 様式自由） を提出し てく だ

さ い。  

ウ  費用の負担について 

提案や指定後の協議に対し ての参加報酬・ 交通費及び受託のための準備等に係

る 経費は、 応募者の負担と し ま す。  

  エ グループによ る 応募の構成団体の変更について 

 グループによ る 応募の場合、代表団体及び構成団体の変更は原則と し て認めま

せん。  

  

（ ９ ） 質疑の受付及び回答 

ア 質問書の受付 

質問書【 様式Ⅱ】 に必要事項を 記入し 、 下記の提出先に、 メ ールで送信し てく

ださ い。（ 送信未達を 防ぐ ため、 事前に電話にて連絡をお願いし ま す。） こ れ以外で

の方法（ 持参、 郵送、 電話、 口頭等） 又は期間を 過ぎたも のは、 受け付けま せん。 

( ア)  質疑受付期間 令和３ 年４ 月１ ６ 日（ 金） から ４ 月２ ６ 日（ 月） ま で（ 必着）  

平日の午前９ 時から 午後５ 時ま で 
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( イ )  提 出 先   港区六本木五丁目１ ６ 番４ ５ 号 

港区麻布地区総合支所管理課施設運営担当 駒井、 漆家 

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ３ -５ １ １ ４ -８ ８ ０ ５  

E-mai l :  mi nat o77@ci t y. mi nat o. t okyo. j p 

イ  質問回答 

令和３ 年５ 月１ ０ 日（ 月） を目途に、 全ての質疑に対する 回答書を メ ールで送

信し 、 港区ホームページでも 公表し ま す。 なお、 回答の際は、 質問を し た法人名

や団体名は公表し ま せん。  

こ の回答書は、 本要項と 一体のも のと し て、 要項と 同様の効力を 有し ま す。 な

お、 意見の表明と 解さ れる も のや質疑の内容（ 質問内容が不明瞭なも の） によ っ

ては、 回答し ないこ と があり ま す。  

 

（ 10） 申請書類の受付 

申請を希望する 法人又は団体は、 次によ り 申請し てく ださ い。  

区にこ れら の書類を提出し た事業者を 申請者と し ま す。  

ア 提出期間 令和３ 年５ 月２ ０ 日（ 木） から ５ 月２ ５ 日（ 火） ま で 

         平日の午前９ 時から 午後５ 時ま で 

   ※ 提出日時の事前予約 

申請書類の確認を 行いま すので、 ５ 月１ ９ 日（ 水） 午前９ 時から ５ 月２ ４ 日

（ 月） 午後５ 時ま でに次の提出先へ電話連絡し 、 提出日時を 予約の上来所願い

ま す。  

   ※ 申請書類、 計画書類提出後の内容変更は、 提出締切日ま で受け付けま す。  

イ  提 出 先 港区六本木五丁目１ ６ 番４ ５ 号  

         港区麻布地区総合支所管理課施設運営担当 

         Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ３ －５ １ １ ４ －８ ８ ０ ５  

 
２  指定管理者候補者の選考・ 選定  
（ １ ） 指定管理者候補者の選考 

ア 指定管理者候補者は、「 麻布地区港区立いき いき プラ ザ指定管理者候補者選考

委員会（ 以下「 選考委員会」 と いいま す。）」 において選考し ま す。  

イ  審査方法は、 応募者から 提出さ れた書類によ る 第一次審査と 、 第一次審査通過

者に対する プレ ゼンテーショ ン等を含めた第二次審査を予定し ていま す。  

ウ  プレ ゼンテーショ ン等を 含めた第二次審査では、 施設長予定者が対応し てく だ

さ い。 なお、 出席者は原則３ 名ま でと し ま す。  

エ 審査の過程において、 選考委員によ る 事業所の視察を行う こ と も あり ま す。  

オ 審査の結果、 ふさ わし い候補者がいない場合、 選考し ない場合があり ま す。  

カ 指定管理者候補者と し て選考さ れた事業者は、 辞退する こ と はでき ま せん。  

 

（ ２ ） 指定管理者候補者の選定 

ア 選考委員会が選考し た指定管理者候補者について、全庁的な視点から 港区指定

管理者選定委員会で審議し た上で、 区と し て指定管理者候補者を 選定し ま す。  

mailto:minato77@city.minato.tokyo.jp
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イ  指定管理者と し て指定さ れる ま での間に候補者に事故のある と き は、選定さ れ

なかっ た応募者のう ちから 新たに候補者を選定する こ と があり ま す。  

ウ  指定管理者の指定は、 港区議会での議決を 経て行いま す。  

 

（ ３ ） 基本的な選考基準 

ア 安定的な経営基盤を 有し ている こ と  

（ 公認会計士によ る 財務状況及び資金計画の分析を 実施し ま す。）  

イ  業務の実績について 

（ ア） 類似施設の管理運営実績 

ウ  管理運営に関する 事項について 

（ ア） 職員の確保・ 育成に対する 考え方 

（ イ ） 苦情解決及びサービ ス 評価の取組 

（ ウ ） 顧客満足度（ Ｃ Ｓ ） への具体的な取組 

（ エ） 接遇力の向上のための取組 

  エ 利用者の安全・ 安心の確保 

（ ア） 個人情報保護に関する 考え方と 具体的な取組 

（ イ ） 環境に配慮し た施設運営の取組 

（ ウ ） 夜間・ 休日等の緊急対応や地震・ 防災等、 危機管理の体制 

（ エ） 浴室等、 施設内における 事故防止に対する 具体的な提案 

（ オ） 感染症予防に関する 取組 

オ 職員配置について 

（ ア） 管理運営体制（ 職員体制・ 勤務体系の考え方）  

（ イ ） 施設運営に関する 基本的な考え方 

カ 再委託を し ている 業務 

キ いき いき プラ ザの運営に対する 基本的な考え方 

（ ア） いき いき プラ ザの運営に対する 取組みや考え方 

（ イ ） 利用者の安全確保（ セキュ リ ティ を含む。） への考え方 

（ ウ ） 指定管理者変更時の引継ぎ準備の具体的な計画 

ク  関係機関や地域（ ※１ ） と の連携し た事業の提案について 

（ ア） 麻布地区の国際性や地域特性を 理解し た、 具体的な事業の提案 

（ イ ） 関係機関や地域と の連携・ 交流の具体的提案 

（ ウ ） 高齢者相談センタ ーや介護予防総合センタ ー等と の連携についての具体的提案 

（ いき いき プラ ザの利用頻度が下がっ た人へのフ ォ ロ ーを 含む）  

（ エ） 地域の高齢者の施設に対する ニーズ掘り 起し について具体的提案 

ケ いき いき プラ ザの事業についての具体的提案  

（ ア）「 高齢者のいき がいづく り 、 学びの場」 の提供の具体的提案 

（ イ ）「 介護予防、 健康づく り の場」 の提供についての具体的提案 

（ ウ ）「 ふれあい、 コ ミ ュ ニティ 活動の場」 の提供についての具体的提案 

（ エ） 地域共生社会の実現に向けたいき いき プラ ザの役割と そのための具体的提案 
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コ  災害時の応急対応に関する 考え方 

（ ア） 区が区民避難所（ 地域防災拠点）（ ※２ ） を開設し た場合の管理運営体制 

（ イ ） 区民避難所（ 地域防災拠点） 運営支援業務に関する 基本的な考え方 

サ 喫茶事業に関する 取組 

シ 効率的で質の高いサービス の提供 

（ ア） いき いき プラ ザの３ つの機能・ 役割を 担い、 施設の利用率向上を 図る ための

提案事業計画 

（ イ ） 自主事業計画 

（ ウ ） 受託経費見積書 

（ エ） 指定管理者と し ての抱負 

ス  その他 

（ ア） 複合施設と し ての効果的な管理運営についての具体的提案 

（ イ ） 区内中小事業者の活用及び区民雇用の促進についての考え方 

（ ウ ） 高齢者、 障害者の雇用促進の考え方 

（ エ） 提案書内容等概要 

    

※１  関係機関や地域と は、 生活支援コ ーディ ネータ ー、 町会・ 自治会、 ボラ ン

ティ ア団体、 企業、 Ｎ Ｐ Ｏ 、 商店会、 老人ク ラ ブ、 その他地域内で活動する

全ての団体や人を 指し ま す。  

※２  区民避難所（ 地域防災拠点） の役割等については、「 港区地域防災計画震

災編」 を参照し てく ださ い。  

 

（ ４ ） 審査結果の通知 

審査結果は、 第一次審査、 第二次審査と も に応募者全員に文書で通知し ま す。  

 

（ ５ ） 第二次審査用資料の提出 

第一次審査通過者は、第二次審査における プレ ゼンテーショ ン用資料の提出を 求

める 場合があり ま す。 詳細は、 第一次審査通過者に連絡し ま す。  

 

Ⅳ 決定後の手続 

１  基本協定書・ 年度協定書  

（ １ ） 協定の締結 

区議会の議決を 経た後、 指定管理者と し て指定し 、 区は指定管理者と 協定を 締結

し ま す。  

締結する 協定書は、 指定期間を通し た包括的な施設の管理・ 運営に関する 基本的

事項を 規定する 基本協定書と 、 年度ごと の管理・ 運営業務や指定管理料に関する 事

項を 規定する 年度協定書の２ 種類です。  
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（ ２ ） 基本協定書の主な事項 

ア 指定期間 

イ  業務の範囲 

ウ  施設の運営 

エ 施設の維持管理 

オ 区が支払う べき 経費 

カ 保険の加入 

キ 自主事業（ ※自主事業がある 場合）  

ク  区と 指定管理者の役割分担 

ケ 業務の再委託 

コ  事業計画書、 事業報告書等の提出 

サ 業務の引継ぎ 

シ 利用者アンケート 実施 

ス  モニタ リ ング 

セ 第三者評価 

ソ  緊急時の対応 

タ  環境への配慮 

チ 管理運営業務を 行う に当たっ て保有する 個人情報の保護及び関係書類の整理・

保管 

ツ  情報セキュ リ ティ  

テ 指定の取消し 及び管理業務の停止 

ト  損害賠償 

ナ 権利義務の譲渡の禁止 

ニ 目的外使用の禁止 

ヌ  施設・ 設備等の原状回復 

ネ 区と 指定管理者の管理責任の分担 

ノ  その他区長が必要と 認める 事項 

 

（ ３ ） 年度協定書の主な事項 

  ア 目的 

イ  協定の期間 

ウ  指定管理料の額 

エ 指定管理料の支払 

オ 指定管理料の清算 

カ 協議 

 

２  災害時協定 
（ １ ） 協定の締結 

港区内で地震等の災害が発生し た際の応急対応を 迅速かつ的確に行う ため、区と

指定管理者は災害時協定を 締結し 、 災害時等における 役割分担を 明確にし ま す。  
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（ ２ ） 災害時協定書の主な事項 

ア 災害の範囲 

イ  指定管理者と し ての位置づけ 

ウ  区民避難所（ 地域防災拠点） 運営支援業務 

エ 要請期間及び方法 

オ 業務履行の義務及び免除 

カ 費用負担 

キ 損害補償 

ク  災害時の情報共有 

ケ 守秘義務 

コ  平時から の備え 

サ 協議 

シ 効力 

 
３  事業計画書及び収支予算書の作成 
（ １ ） 事業計画書及び収支予算書の作成 

年間の事業計画書及び収入・ 支出の概算予定書の提出等 

 

（ ２ ） 事業報告書及び収支決算書の作成 

区が指示する 事業報告書の提出（ 毎月の施設利用実績、 施設の維持管理業務の実

績等）、 収支決算書の提出等 

 
４  業務の引継ぎ  
  指定管理者は、 指定期間開始前の期間内に準備業務を行う も のと し ま す。 特に利用

者にと っ て円滑に新たな指定管理者への移行を 実現する ため、区や関係機関と 指定管

理者によ る 移行準備を 実施し てく ださ い。  

指定管理者指定の議決の後、 準備業務に入っ ていただき ま すので、 引継ぎの具体的

な計画（ Ⅲの 1 の（ ６ ） ⑨ウ ） を 提案し てく ださ い。  

指定管理者が変更と なる 場合には、 新たな指定管理者は、 事業者が交替する こ と に

よ り 、 利用者に不安や影響を 与えないよ う 、 入念な引継ぎに努めてく ださ い。  

ま た、 指定期間終了時又は指定の取消し によ って管理運営業務が終了する 際は、 次

期指定管理者が円滑にかつ支障なく 業務を 遂行でき る よ う 引継ぎ業務を 実施し てく

ださ い。  

引継ぎ等にかかる 経費は、 区が経費を 負担する 引継ぎ項目を除き 、 新たな指定管理

者が負担し ま す。  

※ 労働環境確保策の一環と し ての雇用継続の要請について 

 新たに指定管理者と なる 事業者には、当該指定管理の協定締結前から 当該業務に

従事し ていた職員のう ち希望する 労働者については新たに指定管理の協定を 締結

する 事業者によ る 継続雇用をお願いし ま す。  
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５  情報の公表 
（ １ ） 応募書類等 

公募時に提出さ れた書類は、 理由のいかんを 問わず返却し ま せん。 申請書類、 計

画書類等の著作権は、 申請者に帰属し ま す。  

ただし 、 区は公表等する 場合には、 申請書類、 計画書類等の内容を 無償で使用で

き る も のと し ま す。   

なお、 申請書類、 計画書類等は、 港区情報公開条例の規定に基づき 、 公開請求の

対象になり ま す。  

 

（ ２ ） 選考・ 選定過程の情報 

指定管理者候補者の選考・ 選定過程に関する 情報（ 応募書類、選考委員会報告書、

公募時質問項目、 選定委員会選定調書、 選考委員会会議録・ 選定委員会会議録等）

は、 原則公表し ま す。 なお、 事業者名については、 決定事業者のみ公表の対象と し

ま す。  

 

（ ３ ） 指定管理業務に関する 情報 

基本協定書、 年度協定書、 事業計画書等の事業運営に係る 書類、 第三者評価及び

労働環境モニタ リ ングの結果等、 指定管理業務に関する 情報は原則公表し ま す。  

 

６  モニタ リ ング等の実施  
（ １ ） モニタ リ ングの実施 

指定管理者は、 毎月の業務実績等の報告書を定めら れた期日ま でに提出し 、 区へ

報告し ま す。 区は報告に基づき 施設の運営状況等を 確認し ま す。 ま た、 指定管理者

に対する 月次モニタ リ ングと し て、 チェ ッ ク シート 等を 活用し 、 施設の運営状況等

の把握に努めま す。  

ま た、 指定管理者は、 施設利用上の問題等の解決策を 検討し 、 業務を 円滑に実施

する ため、 必要に応じ て、 情報交換や業務の調整を 図る 場を 設けま す。  

こ のほか、 指定管理者は、 利用者懇談会など を 開催し（ おおむね４ か月に１ 回程

度）、 意見箱の設置等によ る 利用者等の意見・ 要望の聴取等、 利用者ニーズの把握

を行いま す。  

区が行う モニタ リ ングは、月次モニタ リ ング及び年度終了時モニタ リ ング等があ

り 、 モニタ リ ング等の結果は、 指定管理施設検証シート と し て取り ま と め、 ホーム

ページで公表し ま す。  

 

（ ２ ） 第三者評価の実施 

区は、 指定管理者に対し 、 指定期間の中間年に１ 回、 第三者評価機関又はこ れに

類する も のによ る 評価の受審を 義務付け、その結果を 業務運営の改善指導に活用し

ま す。 第三者評価機関と の契約は区が行いま す。 なお、 福祉施設については、 東京

都の制度があり 、 対象施設については、 定めら れた受審頻度を 遵守し てく ださ い。 
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（ ３ ） 労働環境モニタ リ ングの実施及び賃金給付状況シート の提出 

区は、 公の施設と し て利用者の安全・ 安心の確保をはじ め、 区民・ 利用者サービ

ス 維持・ 向上の観点から 、 指定期間の２ 年目に社会保険労務士によ る 労働環境モニ

タ リ ングを 実施し ま す。 社会保険労務士と の契約は区が行いま す。  

ま た、 施設で勤務する 職員（ 業務の一部を第三者へ再委託をする 場合に施設で勤

務する 職員についても 含みま す。） に支給さ れる 賃金について、 最低賃金水準額を

満たし ている か確認をする ため、職種ごと に最も 低額の賃金の支給を受けている 職

員に関する 賃金状況給付シート の提出が必要と なり ま す。  

 

（ ４ ） 監査の実施 

ア 地方自治法第１ ９ ９ 条第７ 項の規定によ り 、区長又は監査委員が必要と 認める

と き は、 指定管理者が行う 管理業務に係る 出納関連の事務について、 監査を 行う

こ と があり ま す。  

 

イ  港区では、 公正性、 透明性をよ り 一層確保する ため、 平成１ ３ 年度から 外部監

査人（ 公認会計士や弁護士等） によ る 包括外部監査を 実施し ており 、 公の施設の

管理に関する 業務に関し 、 包括外部監査の対象と なる 場合があり ま す。  

 

７  指定の取消し 等  
（ １ ） 指定の取消し と 業務の停止 

指定管理者が次のいずれかに該当する 場合は、 指定の取消し 又は業務の停止を  

命じ る こ と があり ま す。 その場合において、 指定管理者に損害が生じ ても 、 区は 

その賠償の責めを 負いま せん。  

ア 指定管理者がⅢの１ の（ １ ） に該当し なく なっ たと き 。  

イ  区が行う 施設への実地調査に応じ ず、 又は虚偽の報告をし 、 若し く は調査を 妨

げたと き 。  

ウ  実地調査の結果に基づく 区の指示に、 正当な理由なく 従わないと き 。  

  エ 経営状況が悪化し 、 管理運営を継続する こ と が著し く 困難と なったと き 。  

  オ 協定に違反し たと き 。  

カ 応募書類の内容に虚偽がある こ と が判明し たと き 。  

キ 違法行為や非行行為に関与する など 、当該指定管理者に管理業務を 行わせてお

く こ と が、 社会通念上不適当と 判断さ れる と き 。  

ク  その他指定管理者の責めに帰すべき 事由によ り 、事業の継続が困難になっ たと

き 。  

ケ 指定管理者から 協定解除の申出があり 、その理由を合理的なも のと 認めたと き 。 

コ  災害時協定に基づく 区民避難所（ 地域防災拠点）運営支援業務を 実施する ため、

指定管理業務の継続が困難になったと き 。  

サ 不可抗力の事由によ り 、 業務の継続が困難になっ たと き 。  
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（ ２ ） 事業の継続が困難と なっ た場合の措置 

ア  事業の継続が困難と なり 、 指定が取り 消さ れる 場合でも 、 次の指定管理者が

円滑かつ支障なく 施設の管理運営業務を 遂行でき る よ う 、 適切な引継ぎを 行わ

なければなり ま せん。  

イ   不可抗力等、指定管理者の責めに帰すこ と のでき ない事由によ り 事業の継続が

困難と なっ た場合は、 管理継続の可否について協議する こ と と し ま す。  

 
８  問合せ先 

〒１ ０ ６ －８ ５ １ ５  港区六本木五丁目１ ６ 番４ ５ 号 

港区麻布地区総合支所管理課施設運営担当 駒井、 漆家 

Ｔ Ｅ Ｌ ： ０ ３ －５ １ １ ４ －８ ８ ０ ５  Ｆ Ａ Ｘ ：  ０ ３ －３ ５ ８ ３ －３ ７ ８ ２  


